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平成 30年度

今治市用地取得特別会計

用地取得特別会計





議会第 2回議案第17号

平成 30年度今治市用地取得特別会計予算

平成 30年度今治市の用地取得特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 291， 800千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算Jに

よる。

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良 一

用地取得特別会計



m 1 表成人歳出予算 成人 (q'r.位千円)

，J女 項 金 官民

l繰入金 2m ，800 

1他会，i十縦入金 291，800 

歳 入 」口合、 計 291，800 

-2一 用 地取得特別会計歳入



歳出 (単位千円)

款 項 金 審員

1公債費 291，800 

1公債 費 291，800 

歳 出 ぷ仁〉3、 計 291，800 

用地取得特別会計歳出 -3-





歳入歳出 予算事項別明細書
1 総括( 歳 入 ) (単位 千 円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

1 繰入金 291，800 304，900 ム13，100

歳 入 合計 291，800 304，900 ム13，100

用地取得特別会計 総括(歳入) -5-



(歳出)

J女 本年度予r;I似 li ijイI:Jf工予約:ね1 比 車交

1公イ'tl t~ 291，800 :~04 ， 900 /¥13.100 

歳 出合計 291，800 304，900 ム13，100

-6- 用地取得特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 審員 の 日オ 源、 内 訳

特 定 日オ 源
一 般 財 源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

。 。 。 。 291，800 

。 。 。 。 291，800 

-7-



2 歳入

款 JJ'i 日 本年 j支 前 年 度 比 車交

繰入金 291，800 304.900 ム13，100 

他会計繰入金 291，800 304，900 ム13，100 

一般会計繰入金 291，800 304，900 ム13，100 

歳 入 J口K 計 291，800 304，900 ム13，100 

-8- 用地取得特別会計歳入



(単位千円 )

節
説

区 分 金 審員
明

1一般会計繰 291， 800 一般会計繰入金

入金

-9-



3 歳出

秋以 11 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 -般uオ初日
公 1u t~ 291，800 304，900 ム13，100 。 291，800 

公的政 291，800 304，900 ム13，100 。 291，800 

7じ ノ寸Xて 287，969 299，403 ム11，434 。 287，969 

2 利 3，831 5，497 ム1.666 。 3，831 

歳出合計 291，800 304，900 ム13，100 。 291，800 

-10一 用地取得特別会計歳出



(単位千円)

節
言党 明 目 の説明

区 分 金 額

23償還金利子 287，969 長期債元金 新都市用地先行取得事業債

及び割引料 冗金

287，969 

23償還金利子 3，831 長期債利子 新都市用地先行取得事業債

及び割引料 利子

3，831 

-11-



[)z /ノJ¥ 

新 都 rli 別地

先行取得事業債

葉山臨海造成地
2 
先行取得事業債

メ口己、 計

地 }j偵の liij ~ìíj 年度末における現 ιr~íj 、~fr: びに!日j 年度末
及 び 、111i友 年 度 末における fJt{E r{当の比込みに |到する調持

111 1i来年度 l十1削減凡込み

liii riij 年度末 Ilrj !ムtιド 4二 、可談 4ド!党中 、竹，1来年度中元金

現 在 rl:1 fJt {r: rr'1j見込棺i
起 u'1 tt!，込 1fJj償還見込をt1

1，101，286 813，318 287.969 

11，435 

1，112，721 813， 318 287.969 

-12- 用地取得特別会計 (地方債調書)

いIl位 千円)

当該年度末

現在 it'ii見込額

525，349 

525，349 



平成 30年度

今治市墓園事業特別会計

墓園事業特別会計





議会第 2回議案第18号

平成 30年度今治市墓園事業特別会計予算

平成 30年度今治市の墓園事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ89，400千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算Jに

よる。

(一時借入金)

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 235条の 3第 2項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、 50，000千円と定める。

平成30年 3月 1日提出

今治市長 菅 良 一

墓園事業特別会計 -13-



第 1 表歳入歳 J11予算 成人 ( li'l. f)[ 千円)

，玖 な1 ，王/立¥ 額

l使川料及び手数料 2R ， lO~ 

1 イ史 Jlj 料 ~4 ， OOO 

2下数料 4，563 

2 Hオ応収入 ~O 

1 Uオ，)'(辿川収入 。。
3繰入金 59，086 

1他会計繰入金 48，514 

~ JI~金総入金 10 ， 47~ 

4繰越金 1，651 

l繰越 金 1，651 

5諸収入 10 

l預金利子 10 

歳 入 」口う、 計 89，400 

-14- 墓園事業特別会計歳入



歳出 (単位千円)
-・・司

l 項 25，86 

「 款 25，867 1墓園管理費 一I1墓園管一理費 270 

270 2墓園建設費 1墓園建設費 63，163 

3公債費 ト一一一l一一公債費 100 I 

ト一一一4予備費 1予備費

一一

[ 歳 出 ム計 | 

63，163 

100 
一

89，400 I 

墓園事業特別会計歳出 -15-



-16-



歳入歳出予算事項別明細 書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

1 使用料及び手数料 28.563 33，323 ム4，760

2 財産収入 90 30 60 

3 繰入金 59，086 46，215 12，871 

4 繰越金 1，651 1，722 ム71

5 諸収入 10 10 。

歳 入 合計 89，400 81，300 8，100 

墓園事業特別会計 総括(歳入) -17一



(歳 t-U)

;;女 イメイド度予n:似 ，'jij{l: }立 Y， r;r:有~i 上ヒ 較

1墓|指l管flH賀 25.867 25， 75:~ 114 

2墓園建設費 270 270 。
3公 ull r~ 63，lu] 55.177 7 ， ~86 

4予備費 100 100 。

歳出合計 89，400 81，300 8，100 

-18- 墓園事業特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 客員 の 日オ 源 内 訳

特 定 目オ 源
一 般財源

国庫支出金 県支出金 地方 債 その他

。 。 。 90 25.777 

。 。 。 。 270 

。 。 。 。 63，163 

。 。 。 。 100 

。 。 。 90 89，310 

-19-



2 歳入

款 な!ミ U 本 年 度 前 年 度 比 車交

使川料及び手数料 28，563 33，323 ム4，760 

使用料 24，000 28，000 ム4，000

慕閣総地使用料 24，000 28，000 ム4.000

2 手数料 4，563 5，323 ム760

墓l蚕11ぎfq!手数料 4，563 5，323 ム760

2 Hオ応収入 90 30 60 

財産運用収入 90 30 60 

利子及び配当金 90 30 60 

3 繰入金 59，086 46，215 12.871 

他会計繰入金 48，614 36，248 12，366 

一般会計繰入金 48，614 36，248 12，366 

2 基金繰入金 10，472 9，967 505 

大谷墓園墓地管理基金繰入金 10，472 9，967 505 

4 繰越 金 1，651 1，722 ム71

繰越 金 1，651 1，722 ム71

繰越金 1，651 1.722 ム71

5 諸収 入 10 10 。
預金利子 10 10 。

預金利子 10 10 。

歳 入 l口k 計 89，400 81，300 8，~ 

-2ト墓園事業特別会計歳入



(単位千円)

節
説

区 分 金 客員
明

1墓 地 24，000 大谷墓園墓地使用料

1墓園管理 4，563 大谷墓園墓地管理手数料 4，560 

墓所使用許可書等再交付手数料 3 

1利 子 90 大谷墓園墓地管理基金預金利子

1一般会計繰 48，614 一般会計繰入金

入金

1大谷墓園墓 10，472 大谷墓園墓地管理基金繰入金

地管理基金

繰入金

l繰越金 1，651 繰越金

1預金利子 10 預金利子

-21-



3 歳出

款 項 11 オメ イr 史: ，Yij 11三 !交 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 --ru立↓!才訪日

人~1~11~ì\I'11 J.~ 25，867 25. 753 114 90 25， 777 

墓閑?ミ:朗氏 25，867 25， 753 114 90 25. 777 

墓|重IbD~賀 25，867 25，753 114 90 25， 777 

(内訳)

11わ年収入

90 

2 墓園建設費 270 270 。 。 270 

墓園建設費 270 270 。 。 270 

墓園建設費 270 270 。 。 270 

-22- 墓園事業特別会計歳出



(単位千円)

節

区 分 ~ 額
説 明 目 の説明

3職員手当等 300 時間外勤務手当 大谷墓園墓地管理費

4共済費 374 社会保険料(賃金) 25，867 

7賃 金 2， 110 一般賃金

臨時作業員給

11需用費 2，996 消耗品費 300 

燃料費 250 

印刷製本費 150 

光熱水費 996 

備品修繕料 100 

維持修繕料 1，200 

12役務費 1，219 通信運搬費 265 

手数料 920 

火災保険料

自動車損害保険料 33 

13委託料 12，860 管理運営委託料 9，233 

浄化槽維持管理委託料 44 

樹木等管理委託料 9，189 

その他委託料 3，627 

墳墓造作等検査委託料 1， 573 

墓園墓地清掃等委託料 700 

交通誘導警備委託料 1，342 

宛名作成委託料 12 

14使用料及び 25 会場賃借料

賃借料

16原材料費 50 維持補修用原材料

23償還金利子 1，280 墓所使用料還付金(過年度分)

及び割引料

25積 立金 4，653 大谷墓園墓地管理基金積立金

3職員手当等 100 時間外勤務手当 第 2次大谷墓園整備事業費

9旅 費 10 普通旅費 270 

11需用費 150 消耗品費 100 

印刷製本費 50 

14使用料及び 10 複写機使用料

賃借料

-23-



款 項 日 本年度 前年度 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源、

3 公的 r~ 63， 163 55， 177 7，986 。 63， 163 

公債 t~ 63， 163 55， 177 7，986 。 63， 163 

九; 金 61，700 52，800 8，900 。 61， 700 

2 利 ナ 1，463 2，377 ム914 。 1，463 

4 予 備費 100 100 。 。 100 

予備費 100 100 。 。 100 

予備費 100 100 。 。 100 

歳出合計 89，400 81，300 8， 100 90 89，310 

-24一 墓園事業特別会計歳出



(単位千円)

節
言見 明 目 の説明

区 分 金 審員

23償還金利子 61，700 長期債元金 墓園債元金

及び割引料 61，700 

23償還金利子 1，463 長期債利子 1，365 墓園債利子

及び割引料 一時借入金利子 98 1，365 

一時借入金利子

98 

-25-



千今 Ij- tt -H""ノ 納l -

j

・
'
dt
 

i
 

-
--

一 般職 (単位人・千円)

手合 与 ï~' 
!K 53 ¥ l隊 員数 共済 t~ 三lコ〉、 iJ/li 却す

報 酬 'd川f.i't 料 職 員 手 当

本 年度 400 400 400 

前年度 400 400 400 

比 較 。 。 。
一一

職 区 /ノヨ¥ 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特 殊 時間外

宿日直手当
勤務手当 勤 務 手 当

員 本年度 400 

手 前年度 400 

比 較 。
当

区 分
管理職 員特

管 理 職 手 当 期末 手 当 勤勉 手当
義務教育等

退 職 手 当 その他手当。コ 別勤務手 当 教員特別手当

内 本年度

前年度
訳

比 較

-26- 墓園事業特別会計(給与費明細書)



区

墓

ぷ口b、

分

園 債

計

地方債の前前年度末における現在高並びに盲訂年度末
及 び当該年度末における 現 在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

前前 年度末 -円w 年 度 末
当該年度中 当該年度中元金

現 在 両 現在高見込額
起 債 見 込 額 償 還 見込額

178，400 125，600 61， 700 

178，400 125，600 61， 700 

墓園事業特別会計(地方債調書)

(単位 千円)

当 該 年 度末

現在高見込額

63.900 

63.900 



-28-



平成 30年度

今治市船舶交通特別会計

船舶交通特別会計





議会第 2回議案第19号

平成 30年度今治市船舶交通特別会計予算

平成 30年度今治市の船舶交通特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 248， 100千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算Jに

よる。

(一時借入金)

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 235条の 3第 2項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、 15，000千円と定める。

平成30年 3月 1日提出

今治市長 菅 良 一

船舶交通特別会計 -29-



第 1 表歳入歳出予算 歳入 ( lii.位千円)

款 項 金 額

1使月j料放び手数料 R7，540 

1使 JlJ 料 87，510 

2国庫支1-1¥金 45，106 

1国庫補助令 45，] 06 

3 リ I ~支出金 23，382 

1県補助金 23，382 

4繰入金 R7，515 

1他会I汁繰入金 87，515 

5繰越金

1繰越金

6諸 収 入 4.556 

1預金利子

2受託事業収入 1.580 

3雑 入 2.975 

歳 入 ぷ口〉、 計 248，100 

-30一 船舶交通特別会計歳入



歳出 (単位千円)

款 項 金 額

1総務費 13，415 

1総務管理費 13，415 

2渡船運航費 229.547 

1渡船運航費 229.547 

3公債費 4.638 

1公 債 費 4，638 

4予備費 500 

1予備費 500 

歳 出 メに弘1 計 248，100 

船舶交通特別会計歳出 -31-



-32-



歳入歳出予算事項別明細 書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

1 使用料及び手数料 87.540 87 ， 310 230 

2 国庫支出金 45，106 43，049 2.057 

3 県支出金 23，382 30，856 ム7，474

4 繰入金 87.515 97，405 ム9，890

5繰越金 。
6 諸収入 4.556 17，279 ム12，723

歳入合計 248，100 275，900 ム27，800

船舶交通特別会計総括(歳入) -33-



(歳 lU)

女 イメイド度予t':;l:傾 "Jij年度予知傾 比 車交

l総務白 13，415 11，372 2.043 

2渡船運航資 22Q，547 254 ， 6~ß ど¥25，OR6

3公 も11 :é~ 4，G38 ~)， 395 ム4，757

4予備費 500 500 O 

歳出 合 計 248，100 275，900 ム27.800

-34一 船舶交通特別会計総括(歳出)



(単位 千 円)

本 年 度 予 算 審員 の 買オ 源 内 訳

特 定 目オ 源
一 般財源

国庫支出金 県支出金 地方 債 その他

。 。 。 2，974 10，441 

45，106 23.382 。 1，581 159，478 
。 。 。 。 4，638 。 。 。 。 500 

45，106 23，382 。 4，555 175，057 

-35-



2 歳入

2女 工員 I ~I 4: fj.: 1曳 前 年 度 比 車交

使川料及び手数料 87，540 87，310 230 

イ史用料 87，540 87，310 230 

渡船使用料 87，540 87，310 230 

2 II~IJIH支出金 45， 106 43，049 2，057 

国庫補助金 45， 106 43，049 2，057 

渡船運航費国庫補助金 45， 106 43，049 2，057 

3 県支出金 23，382 30，856 ム7.474

県補助金 23，382 30，856 ム7，474

渡船運航費県補助金 23，382 30，856 ム7，474

4 繰入 金 87，515 97，405 ム9，890

他会計繰入金 87，515 97，405 ム9，890

一般会計繰入金 87，515 97，405 ム9，890

5 繰越 金 。
繰越 金 。
繰越 金 。

6 諸収入 4，556 17，279 ム12，723

預金利子 。
預金利子 。

2 受託事業収入 1，580 1，410 170 

渡船運航費受託事業収入 1，580 1，410 170 

3 雑 入 2，975 15，868 ム12，893

雑 入 2，975 15，868 ム12，893

歳 入 l口h、 計 248， 100 275，900 ム27，800

-36一船船交通特別会計歳入



(単位 千 円)

節
説

区 分 金 客員
明

1渡 船 87，540 旅客運賃 42，500 

荷物運賃 6，500 

自動車航送運賃 38.340 

渡船目的外使用料 200 

l渡船運航費 45， 106 渡船運航費 (1/2)

1渡船運航費 23，382 渡船運航費 (1/2)

1一般会計繰 87，515 一般会計繰入金

入金

1繰越金 繰越金

1預金利子 預金利子

1渡船運航費 1，580 補完運送受託事業収入

1一般管理費 2，974 地球温暖化対策税業務手数料 35 

郵便取扱料 1，718 

宅配取扱料 1，220 

切符払戻し手数料

2渡船運航費 船体損害保険金

-37-



3 歳 J11

款 J兵 11 本 イf L江 1泊イrJ交 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一抑制iオ源、

総務 r~ 13，415 11，372 2，043 2，974 10，441 

総務)~;f.盟t~ 13，415 11，372 2，043 2.974 10，441 

-般管理伐 13，415 11，372 2，043 2，974 10，441 

(内訳)

，;/1収入

2，974 

2 渡船運航費 229，547 254，633 ム25，086 70，069 159，478 

渡船運航費 229，547 254，633 ム25，086 70，069 159，478 

波船主li航伐 229，547 254，633 ム25，086 70，069 159，478 

(内l沢)

国庫支出金

45， 106 

県支出金

23，382 

諸収入

1，581 

-38- 船舶交通特別会計歳出



(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 金 額

2給 料 4，415 一般職給 l人 渡船管理費

3職員手当等 2，705 扶養手当 180 4，710 

通勤手当 385 職員給与費

時間外勤務手当 400 8，705 

一般職期末手当 1，044 

勤勉手当 696 

4共済費 1，585 一般職共済組合負担金

9旅 費 54 普通旅費

11需用費 807 消耗品費 26 

光熱水費 581 

備品修繕料 200 

12役務費 56 自動車損害保険料

13委託料 1，200 その他委託料

宅配委託料

14使用料及び 80 複写機使用料

賃借料

19負担金補助 300 負担金

及び交付金 海難審判賛助会 20 

日本旅客船協会 122 

船員災害防止協会 19 

県旅客船協会 133 

職員健康診断共済組合 6 

27公課費 2，213 自動車重量税 21 

消費税等 2，192 

2給 料 11，240 一般職給 3人 渡船運航費

3職員手当等 8，970 扶養手当 792 205，266 

通勤手当 24 職員給与費

時間外勤務手当 3，005 24，281 

宿日直手当 469 

一般職期末手当 2，729 

勤勉手当 1，771 

児童手当 180 

4共済費 10，811 一般職共済組合負担金 4，071 

社会保険料(賃金) 6，740 
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款項 目 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 --荷受買オガ京

3 公債 費 4，638 9，395 ム4，757 。 4，638 

公債費 4，638 9，395 ム4，757 。 4，638 

/c 金 4，584 9，256 ム4，672 。 4，584 

2 利 子 54 139 ム85 。 54 

4 予備費 500 500 。 。 500 

予備費 500 500 。 。 500 

予備費 500 500 。 。 500 

歳出合計 248， 100 275，900 ム27，800 73，043 175，057 

-4ト 船舶交通特別会計歳出



(単位千円)

節
言見 明 日 の説明

区 分 金 審員

7賃 金 36，679 一般賃金

臨時作業員給

9旅 費 600 普通旅費

11需用費 86，850 消耗品費 2，000 

燃料費 54，500 

印刷製本費 700 

備品修繕料 29，650 

12役務費 5，511 通信運搬費 121 

手数料 190 

その他保険料 5，200 

13委託料 28，730 その他委託料

切符販売委託料 27，972 

船員健康診断委託料 178 

補完運送委託料 580 

14使用料及び 40，021 船舶賃借料 7，290 

賃借料 テレビ受信料 44 

港湾施設使用料 3，479 

とびしま船舶使用料 29，208 

18備品購入費 10 船舶用品

19負担金補助 115 負担金 20 

及び交付金 無線航行移動局電波利用費 2 

職員健康診断共済組合 18 

子ども・子育て拠出金 94 

石綿健康被害一般拠出金

22補償補填及 10 損害賠償金

び賠償金

23償還金利子 4，584 長期債元金 準公営企業債元金

及び割引料 4，584 

23償還金利子 54 長期債利子 49 準公営企業債利子

及び割引料 一時借入金利子 5 49 

一時借入金利子

5 
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'，h 
11'11 与 !J-~ 川パ 車問 マ11・:

1 一 般職

( 1 ) 総括 (単似人 ・千円)

キ今 I j_ n 
区 /ノヨ¥ 職 員 数 済 費 d仁k1 1汁 vfij 

報 酬 給 料 職 員手当 計

本年度 4 15，655 11，495 27， 150 5，656 32，806 

前年度 3 11，637 8， 730 20， 367 3，969 21， 336 

比 4安 4，018 2， 765 6， 783 1，687 8，470 

職 区 分 扶養手 当 地域 手当 住居手当 通 勤 手 当
特 殊 時間外

宿 日 直 手 当
勤務 手当 勤務手 当

員 本年度 972 409 3，405 469 

手 前年度 876 385 2， 585 313 

比 較 96 24 820 156 
当

区 分
管理職員特

管理職手当 期末手 当 勤勉手 当
義務教育等

退職手当 その他手当
。コ 別勤務手当 教員特別手当

内 本年 度 3， 773 2，467 

前年度 2，839 1， 732 
訳

比 較 934 735 

-42一 船舶交通特別会計(給与費明細書)



(2 ) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増減額 増減事由別内訳 言見 明 備 考

給料 4，018 給与改定に 29 

伴う増減分

昇給に伴う 403 

増加分

その 他の 3，586 職員数の変動に伴う増減分 2， 791 

増減分 人事異動に伴う増減分 209 

その他の増減分 586 

職員 2， 765 制度改正に 138 給与改定に伴う増減分 138 

手当 伴う増減分 期末手当 6 

勤勉手当 132 

昇給に伴う 354 昇給に伴う増加分 354 

増加分 期末手当 209 

勤勉手当 145 

その他の 2，273 職員数の変動に伴う増減分 1，571 

増 減分 扶養手当 450 

通勤手当 24 

期末手当 702 

勤勉手当 395 

人事異動に伴う増減分 ム 803

扶養手当 ム 450

通勤手当 ム 334

期末手当 ム 50

勤勉手当 31 

その他の増減分 1， 505 

扶養手当 96 

通勤手当 334 

時間外勤務手当 820 

宿日直手当 156 

期末手当 67 

勤勉手当 32 

-43-
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員 1人当たり給与 (単位円 ・歳月)

区 5) ¥ 一 崎支 行 政 可能 技 能 労 務 可能

平 均給料月額 367，900 

平成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 414，965 

平 均 年 齢 51. 02 

平 均 給 料 月額 346，400 

平 成 2 9 年 2 月 1 日 現 在 平均給与月額 566， 790 

平 均 年 齢 54. 00 

イ初任 給 (単イ立 円)

国 。コ 市IJ 度
区 分 一 般 行 政職 技 能 労務 職

一 般 行 政職 技 能 労務 職

両 校 卒 147，100 144， 500 147， 100 
128，900 

大 ρ74 - 卒 179，200 179，200 
159.900 

ウ 級別職員数 (単位人 ・%)

技 ，円Z込E'h 労 務 月能
品交 行 政 月哉

区 分 単 純 労 務 月哉 'J1、Zロ〉 食 労 務 職

級 職 員数 構成比 級 職 員数 構成 比 級 職 員 数 構成 比

1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 3 級 3 級

4 級 100. 0 4 級 4 級

平 成 3 0年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 100. 0 

-44- 船舶交通特別会計 (給与費明細書)



1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 100. 0 3 級 3 級

4 持:& 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区 分

一 般行政職

エ昇給 (単位人・ %)

分 l口k 計
代 表 的 な 耳哉 種

区
一 般 行 政職 技能労務職

職 員 数 (A) 4 

本 昇給に 係る職員数 (B) 3 

2 号給

年 4 号給 3 
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

上七 キ一+ーユ竺 (B) / (A) 75. 0 100. 0 

耳哉 員 数 (A) 3 

円リ 昇給に係る職員数 (B) 2 

2 号給

年 4 号給 2 
号給 数別 内訳

6 号給

度 8 号給

比 キ-....ユ (B) / (A) 66. 7 100. 0 

船舶交通特別会計 (給与費明細書) -45-



債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末ま での

m 項 限 度 拡i 支 lil (見込) 額

邦l 間 金 額

平成年度平成年度

せきぜん渡 船新旅客船建造事業 建造費のうち独立行政法人鉄道
建設 ・運輸施設整備支援機構持分
153，000千円に今治市が取得する 28 '"" 29 29， 569 
日までの経費及び利息相当額を加
算した額

-46- 船舶交通特別会計(債務負担行為調書)



(単位千円)

当 該年度以降の 左 の 財 源、 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源、
一 般 財 源

期 間 金 額 国(県)支出金 地方債 そ の他

平成年度平成年度

30 ""' 33 限度額に同じ 全額
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区 ノ~)¥ 

船舶 交 通 事業債

d口k 計

地点偵ーの liiiI日j年度 末 に お け る 現 在 ，:'ljiHi.びに前年度末
及び当該年度末 に お け る 現 {Eilljの見込みに|刻する調書

当該年度 qJ増減見込み

白iITliii 年度末 日'J 年 皮 末
叶政 Irf. 交 '1'当該年!支中元金

現 ヂE !日l現在高見込額
起債見込範t~ 償還見込額

1 :3，840 1， 584 4， 584 

13，840 4， 584 4， 584 

-48- 船舶交通特別会計(地方債調書)

(単位 千円)

当 該年度末

現在高見込額



平成 30年度

今治市簡易水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計





議会第 2回議案第20号

平成 30年度今治市簡易水道事業特別会計予算

平成 30年度今治市の簡易水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ81，000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。

(一時借入金)

第 2条 地方自治法第 235条の 3第 2項の規定による一時借入金のイ昔入れの最高額は、

50，000千円と定める。

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良 一

簡易水道事業特別会計 -49-



第 1 表歳入歳出予算 成入 (lp.位千 円)

款 項 金 領

1分担金及び負担金 2.764 

l分 fl! 金 32 

2負担金 2，732 

2使用料及び手数料 7 ， ~O~ 

1使川料 7，302 

2手 数 料 7 

3繰入金 6~ ， 926 

1他会計繰入金 69，926 

4繰越金

1繰越 金

5諸収入 1，000 

1雑 入 1，000 

歳 入 ぷ口〉、 計 81，000 

-5ト 簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 歳入



歳出 (単位千円)

款 項 金 額

1総務費 41，693 

1総務管理費 41，693 

2公債費 38，807 

1公債費 38，807 

3予備費 500 

1予備費 500 

歳 出 」口会』 計 81，000 

簡易水道事業特別会計歳出 -51一
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歳入歳出予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 上ヒ 車交

1 分担金及び負担金 2.764 1，419 1，345 

2 使用料及び手数料 7，309 7，107 202 

3 繰入金 69.926 72，623 ム2，697

4 繰越金 。
5 諸収入 1，000 4，000 ム3，000

O 国庫支出金 。 40，950 ム40，950

O 市 債 。 40，900 ム40.900

歳入合計 81，000 167，000 ム86.000

簡易水道事業特別会計 総括(歳入) -53一



(歳出)

J女 イメイド度予知傾 tiIjイド!立予ぬ;許11 比 較

l総務 t!i 41，693 38，457 3，236 

2公償資 ~8.807 28. 24~~ 10，S64 

3 予令市 r~ 500 500 。
O 建設資 。 99，800 ム99，800

歳 出合計 81，000 167，000 ム86.000

-54ー 簡易水道事業特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 客員 の 目オ 源 内 訳

特 定 日オ 源、
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

。 。 。 2，771 38，922 。 。 。 。 38，807 。 。 。 。 500 。 。 。 。 。

。 。 O 2，771 78.229 
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2 歳入

款 項 同 本年度 前年度 比 車交

分担!金及びfJ.:tI!金 2， 764 1，419 1，345 

分担金 32 32 。
簡易水道事業加入分担金 32 32 。

2 負担金 2， 732 1，387 1，345 

附幼水ili'H;R受益!ifJ.fl!金 200 200 。

2 簡易水道施設管理費負担金 2，532 1，187 1，345 

2 使用料及び手数料 7，309 7， 107 202 

使用料 7，302 7， 102 200 

簡易水道使用料 7，302 7， 102 200 

2 手 数料 7 5 2 

簡易水道手数料 7 5 2 

3 繰入金 69，926 72，623 ム2，697

他会計繰入金 69，926 72，623 ム2，697

一般会計繰入金 69，926 72，623 ム2，697

4 繰越金 。
繰越金 。
繰 越金 。

5 諸収入 1，000 4，000 ム3，000

雑 入 1，000 4，000 ム3，000

雑 入 1，000 4，000 ム3，000

O 国庫支出金 。 40，950 ム40，950

O 国庫補助金 。 40，950 ム40，950

O 簡易水道建設費国庫補助金 。 40，950 ム40，950

O 市 債 。 40，900 ム40，900

O 市 イ責 。 40，900 ム40，900

O 簡易水道建設債 。 40，900 ム40，900

歳 入 l口k 計 81，000 167，000 ム86，000

一 56- 簡易水道事業特別会計歳入



(単位千円)

節

区 分 金 客員
説 明

1簡易水道事 32 簡易水道事業加入分担金

業加入分担

金

1簡易水道事 200 簡易水道事業工事負担金

業工事負担

金

1簡易水道施 2，532 下水道使用料徴収事務負担金 449 

設管理費 消火栓管理負担金 2，083 

1簡易水道 7，300 簡易水道使用料

2簡易水道施 2 電柱占用料

設管理費

1簡易水道 7 督促手数料 5 

設計審査手数料

しゅん工検査手数料

1一般会計繰 69，926 一般会計繰入金

入金

1繰越金 繰越金

1雑 入 1，000 消費税等還付金
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3 i;歳出

款項目 本年度 )涌イ~=. /立 比 車交
本年度の財源、内訳

特定財源 一一般財源

総務 t~ 41，693 38，457 3，236 2. 771 38，922 

総務管想!資 41， 693 38，457 3，236 2， 771 38，922 

一般管理費 8，291 10，630 ム2，339 。 8，291 

2 簡易水道施設管理 33，402 27，827 5，575 2， 771 30，631 

費

(内訳)

分担金

32 

負担金

2， 732 

手数料

7 

-58- 簡易水道事業特別会計 歳出



(単位千円)

節
言党 明 目 の説明

区 分 金 容貢

2給 料 3，893 一般職給 l人 職員給与費

3職員手当等 2，695 扶養手当 198 8，291 

住居手当 324 

特殊勤務手当 10 

時間外勤務手当 500 

一般職期末手当 929 

勤勉手当 614 

児童手当 120 

4共済費 1，703 一般職共済組合負担金

4共済費 1社会保険料(賃金) 関前地区簡易水道施設管理

9旅 費 18 普通旅費 費

11需用費 11， 152 消耗品費 1，500 33，402 

燃料費 120 

印刷製本費 5 

光熱水費 2，600 

備品修繕料 427 

維持修繕料 6，500 

12役 務費 5，088 通信運搬費 1，732 

手数料 3，331 

その他保険料 25 

13委託料 7，795 保守点検委託料 1，857 

海水淡水化施設保守点検委託料

その他委託料 5，936 

量水器取替委託料 1，050 

給水栓毎日検査委託料 186 

簡易水道事業届出作成業務委託料 4，400 

清掃等委託料 300 

電子計算業務委託料 2 

給水人口統計システム委託料

14使用料及び 7， 142 用地賃借料 9 

賃借料 機械器具賃借料 277 

用水使用料 6，833 

共架料 23 

15工事請負費 1，200 水道管布設工事 1，000 

給水切替工事 200 
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款項同 本年度 前 年 度 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

2 公 債費 38，807 28，243 10，564 。 38，807 

公債費 38，807 28，243 10，564 。 38，807 

TC 金 32，985 21，874 11，111 。 32，985 

2 手IJ 子 5，822 6，369 ム547 。 5，822 

3 予 備 費 500 500 。 。 500 

予 備 費 500 500 。 。 500 

予 備 費 500 500 。 。 500 

O 建設費 。 99，800 ム99，800 。 。
O 簡易水道施設建設費 。 99，800 ム99，800 。 。
O 簡易水道施設建設 。 99，800 ム99，800 。 。

費

歳出合計 81，000 167，000 ム86，000 2， 771 78，229 

-6ト 簡易水道事業特別会計歳出



(単位千円)

節
説 明 目の説明

区 分 金 額

16原材料費 300 維持補修用原材料

19負担金補助 686 負担金 685 

及び交付金 料金徴収事務費(水道事業会計) 616 

諸会出席 11 

県水道協会 58 

石綿健康被害一般拠出金

23償還金利子 20 過誤納還付金(過年度分)

及び割引料

23償還金利子 32，985 長期債元金 長期債元金

及び割引料 32，985 

23償還金利子 5，822 長期債利子 5，772 長期債利子

及び割引料 一時借入金利子 50 5，772 

一時借入金利子

50 
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給 与 費 明 車問 セ/1.:

1 一 般職

、、，，，
，

吋
E
E
a

f
l

、
総括 (単位人 ・千円)

Mt 与 費
区 分 市占 員 数 共 済 費 メ口k 言十 。市 考

報 酬 給 料 職 員手当 計

本年度 3，893 2， 575 6，468 1， 703 8， ] 71 

前年度 5，922 2，875 8， 797 1，833 10，630 

比 較 。 ム 2，029 ム 300 ム 2，329 ム 130 ム 2，459

職 区 分 扶養手 当 地域 手当 住居手当 通勤手 当
特 殊 時 間 外

宿日直手当
勤務手 当 勤 務 手 当

員 本年度 198 324 。 10 500 

手 前年度 78 。 51 。 500 

比 較 120 324 ム 51 10 。
当

区 分
管理職員 特

管理職手 当 期末手 当 勤勉手 当
義務教育等

退 職 手 当 その他手当
σコ 別 勤務手当 教員特別手当

内 本年度 929 614 

前年度 1， 365 881 
訳

比 較 ム 436 ム 267

-62- 簡易水道事業特別会計(給与費明細書)



(2 ) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給料 ム 2，029 給与改定に 5 

伴う増減分

昇給に伴う 51 

増加分

その他の ム 2，085 職員数の変動に伴う増減分 ム 2，307

増減分 人事異動に伴う増減分 222 

その他の増減分

職員 ム 300 制度改正に 35 給与改定に伴う増減分 35 

手当 伴う増減分 期末手当

勤勉手当 34 

昇給に伴う 20 昇給に伴う増加分 20 

増加分 期末手当 12 

勤勉手当 8 

その他の ム 355 職員数の変動に伴う増減分 ム 963

増 減分 扶養手当 ム 78

期末手当 ム 542

勤勉手当 ム 343

人事異動に伴う増減分 642 

扶養手当 234 

住居手当 324 

通勤手当 ム 51

期末手当 101 

勤勉手当 34 

その他の増減分 ム 34

扶養手当 ム 36

特殊勤務手当 10 

期末手当 ム 8

簡易水道事業特別会計(給与費明細書)



(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員 1人当た り給与 (単位 円 ・歳月)

|正 ノ5-}¥ 一 自党 行 政 職 技 能 労 務 I議

平均給料月額 321，100 

平成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 367， 900 

平 均 年 齢 45. 03 

平均給料月額 342.850 

平成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 351，450 

平 均 年 齢 46. 12 

イ初任給 (単位円)

国 の 制 度

区 分 一 般行政職 技 能 労 務 職
一 般行政職 技能労 務 職

両 校 卒 147， 100 144，500 147， 100 
128， 900 

大 A7江- 卒 179，200 179，200 
159， 900 

ウ 級別職員数 (単位人 ・%)

技 能 労 務 可能
指支 行 政 職

区 分 単 忠世 労 務 可能 系企 食 労 務 月哉

級 職 員数 構成 比 級 職 員 数 構成比 級 職 員 数 構成 比

1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 100. 0 3 級 3 級

4 級 4 庁長 4 級

平 成 3 0年 2 月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 100.0 
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1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 キf&.

3 級 l 50.0 3 級 3 級

4 手及 50. 0 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 2 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区分

一 般行政職

エ昇給 (単位人・%)

分 A口、 計
代 表 的 な 職 種

区
一 般行政職 技能労務職

職 貝 数 (A) 

本 昇給に係 る 職 員数 (B) 

2 号給

年 4 号給
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キーベレーユ舎 (B) / (A) 100.0 100. 0 

職 員 数 (A) 2 2 

円IJ 昇給に係る職員数 (B) 

2 号給

年
内

4 号給
号 給 数別 訳

6 号給

度 8 号給

比 竿，.....斗e (B) / (A) 50. 0 50.0 

簡易水道事業特別会計 (給与費明細書)
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区 分

簡 易水道事業債

A口、 計

地点債の nij前年 度末における別荘 l向 性 び に 前 年 度 末
及び 当該 年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年 度 中 削 減 見 込 み

前前年度ぷ fJIJ 年 度 ぷ 当該年度中 当該年度中元金

現 在 111) ~ {E向 見 込 智i
起債見込者n償還見込額

2，264，665 657，545 32，985 

2，264，665 657，545 32，985 

-66- 簡易水道事業特別会計(地方債調書)

(単位 千円)

当該年度末

現在，ui見込額

621， 560 

624，560 



平成 30年度

今治市港湾事業特別会計

港湾事業特別会計





議会第 2回議案第21号

平成 30年度今治市港湾事業特別会計予算

平成 30年度今治市の港湾事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ443，000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。

(地方債)

第 2条 地方自治法第 230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 「第 2表 地方債」による。

(一時借入金)

第 3条 地方自治法第 235条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

100，000千円と定める。

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良 一

港湾事業特別会計
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第 1 表歳入歳出予算 成人 (lp.位 千円)

款 項 金 額

1 {史j日料及び手数料 HiO.555 

1 {史 )IJ料 1 ()O . 55~~ 

2手 数料 2 

2財産収入 5，44R 

1 Uオ作込ti川収入 4，152 

2財産売払収入 1，296 

3繰入金 101 .000 

1他会I汁繰入金 77，600 

2基金繰入金 23.400 

4繰越金

1繰 越 金

5諸収入 696 

1預金利子

2受託事務収入 692 

3雑 入 3 

6市 債 175，300 

1市 債 175，300 

歳 入 」口合h 計 443.000 

-68一 港湾事業特別会計 歳入



歳出 (単位千円)

款 項 ノ車¥ 額

1総務費 243.769 

1総務管理費 243.769 

2建設 費 98，827 

1港湾施設整備費 98.827 

3公 債費 99.904 

1公 債 費 99，904 

4予備 費 500 

1予 備 費 500 

歳 出 メ口合、 計 443，000 

港湾事業特別会計歳出 -6ト



第 2表地方債

起債の LI 的

(単位 千円)

限度額|起債の方法|利率|償還の万法

荷役機械整備事業 175，300 l借入先 財務省、

その他

2借入庁法 普通代

借または債券発

行の方法による。

事業または財政

の都合により、

本議決の範凶内

において起債の

前借をすること

ができる。

3 借入時期 平成30

年度 。ただし、

事業または財政

の都合により、

起債額の全部も

しくは 一 部を翌

年度に繰越し、

借入することが

できる。

イド5.0%

以内

(ただし、

利率見直

し方式で

{昔入れる

資金につ

いて、利

率の見直

しを行-った

後におい

ては、ザ

該見直し

後の利率)

借入先の融通条件によ

る。ただし、必要に応

じ、繰1:.1:賞選、{賞泣年

限の短縮または低利依

に借換することができ

る。

メh、
口 175，300 計

-70- 港湾事業特別会計 地方債



歳入歳出予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算客頁 比 較

使用料及び手数料 160，555 162.446 ム1，891

2 財産収入 5.448 4.547 901 

3 繰入金 101，000 64.300 36，700 

4 繰越金 。
5 諸収入 696 7，206 ム6，510

6 市 債 175，300 38，500 136，800 

歳入 合計 443，000 277，000 166，000 

港湾事業特別会計総括(歳入) 一71一



(歳出)

J決 本年度予算額 liij1r/Jl予知統i 比 較

1総務白 243，769 179，258 64，511 

2 建設 ï~ 9R.R27 。 9R，R27 

3公も'1 ï~ 99，901 97，L4L 2， (j(jL 

4予備費 500 500 O 

歳 出合計 443，000 277，000 166.000 

-72- 港湾事業特別会計 総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 客員 の 目オ ;原 内 訳

特 定 目オ 源
一 般財源

国庫支出金 県支出金 地方 債 その他

。 。 100，000 770 142，999 

。 。 75，300 23，400 127 

。 。 。 O 99，904 

。 。 。 。 500 

。 。 175.300 24，170 243，530 
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2 歳入

款 項 u 本年度 前 年 度 上ヒ 車交

イ史川料及び手数料 160，555 162，446 ム1，891

使!日料 160，553 162，科4 ム1，891

ふ頭使用料 74，272 74.451 ム179

2 港務所使用料 388 712 ム324

3 蔵敷ふ頭事務所使用料 6 2 4 

4 上屋倉庫使用料 12，910 13， 770 ム860

5 貯木場使用料 1，668 1，668 。

6 荷役機械使用料 71，309 71，841 ム532

2 手数料 2 2 。
ふNJj手数料 。

2 貯木場手数料 。
2 財産収入 5，448 4，547 901 

↓!オJ)fJlli川収入 4， 152 4，547 ム395

財産貸付収入 4，077 4，434 ム357

2 利子及び配当金 75 113 ム38

2 財産売払収入 1，296 。 1，296 

物川;jtl;払収入 1，296 。 1.296 

3 繰入金 101，000 64，300 36，700 

他会計繰入金 77，600 46，300 31，300 

一般会l汁繰入金 77.600 46，300 31，300 

2 基金繰入金 23，400 18，000 5，400 

港湾整備振興基金繰入金 23，400 18，000 5，400 

4 繰越金 。
繰越金 。

-74- 港湾事業特別会計歳入



(単位千円)

節
説 明

区 分 金 審員

1ふ 頭 74，272 荷さばき地使用料 48.372 

フェリー駐車場使用料 817 

野積場使用料 14.211 

危険物置場使用料 2.691 

船舶給水料 1，343 

冷凍コンセント使用料 1，200 

荷さばき地目的外使用料 155 

野積場目的外使用料 5.483 

1港務所 388 事務室使用料

l蔵敷ふ頭事 6 会議室使用料

務所

1上 屋 12，910 蔵敷上屋使用料 11. 958 

蔵本上屋使用料 358 

船ケ浦上屋使用料 594 

1貯木場 1，668 浅川貯木場使用料 387 

貯木場目的外使用料 1，281 

1荷役機械 71，309 荷役機械使用料

1ふ頭管理 ふ頭使用料督促手数料

1貯木場管理 貯木場使用料督促手数料

1土 地 4，077 蔵敷ふ頭事務所敷地貸地料 536 

天保山町六丁目土地貸地料 1，608 

富田新港一丁目土地貸地料 1，933 

1利 子 75 港湾整備振興基金預金利子

1物 口口口 1，296 不用物品売払代金

1一般会計繰 77，600 一般会計繰入金

入金

1港湾整備振 23，400 港湾整備振興基金繰入金

興基金繰入

f主¥ 
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款 項 EI 本年度 前年度 比 車交

総 A基金 。
5 諸収入 696 7，206 ム6，510

預金利子 。
子氏金利子 。

2 受託事務収入 692 800 ム108

港湾管理受託事務収入 692 800 ム108

3 j唯 入 3 6，405 ム6，402

雑 入 3 6，405 ム6，402

6 市 債 175，300 38，500 136，800 

市 債 175，300 38，500 136，800 

港湾管理債 100，000 38，500 61，500 

2 港湾建設債 75，300 。 75，300 

歳 入 メ口》、 計 443，000 277，000 166，000 

-76- 港湾事業特別会計 歳入



(単位千円)

節
説

区 分 ~ 額
明

1繰越 金 繰 越 金

1預金利子 預金利子

1港務所管理 692 港務所管理受託事務収入

費

1港務所管理 3 コインロ ッカ一利用料 2 

費 委託公衆電話度数料

1荷役機械管 100，000 荷役機械管理債

理債

1荷役機械整 75，300 荷役機械整備事業債

備事業債
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3 歳出

款項 本年度 前 年 度 比 較
本年度の財源内訳

I~ 
特定財源 一般財源、

総務 ï~ 243， 769 179，258 64，511 100， 770 142，999 

総務管f型資 243， 769 179，258 64，511 100， 770 142，999 

港湾管f~!n 10， 182 6，088 4，094 。 10， 182 

2 ふ頭管理費 40.827 55，349 ム14，522 。 40，827 

3 港務所管理費 9，063 8，559 504 695 8，368 

-78一 港湾事業特別会 計 歳出



(単位千円)

節
言見 明 目 の説明

区 分 金 額

2給 料 1，974 一般職給 6月 職員給与費

3職員手当等 1，012 扶養手当 78 3，682 

通勤手当 157 港湾管理費

一般職期末手当 466 6，500 

勤勉手当 311 

4共済費 696 一般職共済組合負担金

13委託料 500 その他委託料

全国輸出入コンテナ貨物涜動調査業務委託料

27公課費 6，000 消費税等

1報 酬 7， 176 嘱託員 (3人) 職員給与費

2給 料 4，358 一般職給 1人 8，055 

3職員手当等 2，263 扶養手当 438 ふ頭管理費

通勤手当 51 32，772 

一般職期末手当 1，087 

勤勉手当 687 

4共済費 2，615 一般職共済組合負担金 1，434 

社会保険料(報酬) 1， 181 

11需用費 8，040 消耗品費 450 

燃料費 180 

印刷製本費 10 

光熱水費 3，000 

維持修繕料 4，400 

12役務費 1，029 通信運搬費 400 

手数料 500 

火災保険料 8 

その他保険料 121 

13委託料 15，074 その他委託料

監視等委託料 14，838 

ごみ収集委託料 189 

職員健康診断委託料 47 

14使用料及び 200 複写機使用料 170 

賃借料 テレビ受信料 30 

18備品購入費 60 雑品

19負担金補助 12 負担金

及び交付金 職員健康診断共済組合
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款 項目 本年度 ，}ij 1:j:: }立 比 ~i交
本年)支のf1J訪日|人J;R

特定財源 ー 州立u~.法li

(I)~ 訳)

ぷ収入

695 

4 成敗ふ~f1 'H務所管 1，979 1.955 24 。 1，979 

理費

5 上屋倉庫管理費 25，098 7，882 17，216 。 25，098 

-8ト 港湾事業特別会計 歳出



(単位千円)

節
説 明 の説明

区 分 金 額
目

4共済費 280 社会保険料(賃金) 港務所管理費

7賃 ノ主¥ 1，563 一般賃金 9，063 

臨時作業員給

11需用賀 3， 175 消耗品費 170 

燃料費 5 

光熱水質 2，500 

備品修繕料 50 

維持修繕料 450 

12役務費 253 通信運搬費 150 

手数料 83 

火災保険料 20 

13委託 料 3，262 管理運営委託料 46 

浄化槽維持管理委託料

保守点検委託料 84 

消防設備保守点検委託料

その他委託料 3，132 

監視等委託料 2，937 

清掃等委託料 195 

14使用料及び 530 テレビ受信料 30 

賃借料 プレハブ、賃借料 500 

11需用費 770 消耗品費 50 蔵敷ふ頭事務所管理費

燃料費 10 1，979 

光熱水費 600 

備品修繕料 10 

維持修繕料 100 

12役務費 10 手数料 3 

火災保険料 7 

13委託料 1， 199 保守点検委託料 15 

消防設備保守点検委託料

その他委託料 1， 184 

清掃委託料

2給 料 1，974 一般職給 6月 職員給与費

3職員手当等 1，012 扶養手当 78 3，682 

通勤手当 157 上屋倉庫管理費

一般職期末手当 466 21，416 

勤勉手当 311 

4共済費 696 一般職共済組合負担金

-81一



款項目 本年度 前年度 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源、

6 貯木場管理費 210 210 。 。 210 

7 荷役機械管理費 156，335 99， 102 57，233 100，000 56，335 

(内訳)

地方債

100，000 

8 3情的振興)I~金r~l 75 113 ム38 75 。

(内i沢)

財産収入

75 

2 建設費 98，827 。 98，827 98，700 127 

港湾施li.受然。II'd~ 98，827 。 98，827 98， 700 127 

荷役機械整備事業 98，827 。 98，827 98，700 127 

費

(内訳)

地方債

75，300 

繰入金

23，400 

-82- 港湾事業特別会計歳出



(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 金 額

11需 用費 1.207 消耗品費 7 

維持修繕料 1，200 

12役務費 51 火災保険料

13委託料 96 保守点検委託料

消防設備保守点検委託料

14使用料及び 62 用地賃借料

賃借料

15工事請負費 20，000 天保山倉庫解体工事

11需用費 110 消耗品費 10 浅川貯木場管理費

維持修繕料 100 210 

13委託料 100 その他委託料

廃棄物処理委託料

11需用費 34，065 消耗品質 7，500 荷役機械管理費

燃料費 9，000 156，335 

光熱水費 6，000 

備品修繕料 6，000 

維持修繕料 5，565 

12役務費 886 手数料 600 

火災保険料 204 

自動車損害保険料 82 

13委託料 21，384 保守点検委託料

電気設備保安委託料 954 

荷役機械保守点検委託料 20，430 

15工事請負費 100，000 荷役機械整備工事

25積立金 75 港湾整備振興基金積立金 港湾整備振興基金費

75 

12役務費 43 通信運搬費 荷役機械整備事業費

13委託料 23，400 その他委託料 98，827 

今治港(富田地区)事業効果検討業務委託料 4，400 

今治港富田岸壁耐震性能照査業務委託料 19，000 

18備品購入費 75，384 車両
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款工員 手! 本年 !立 前年度 比 車交
本年j交の財源内訳

特，iUオVii 司-般UJVJ;i

3 公的 ï~ 99，904 97，242 2，662 。 99，904 

公的資 99.904 97，242 2，662 。 99，904 

/じ 金 92，902 89，419 3，483 。 92，902 

2 利 j- 7，002 7，823 ム821 。 7，002 

4 予備費 500 500 。 。 500 

予備費 500 500 。 。 500 

予備費 500 500 。 。 500 

歳出合計 443，000 277，000 166，000 199，470 243，530 

-84- 港湾事業特別会計歳出



(単位千円)

節
言党 明 目 の説明

区 分 金 客員

23償還金利子 92，902 長期債元金 準公営企業会計債元金

及び割引料 92，902 

23償還金利子 7，002 長期債利子 6，602 準公営企業会計債利子

及び割引料 一時借入金利子 400 6，602 

一時借入金利子

400 



千今 j ~~' j
 

げ
H
ノ キIH

特別職 (単位人 ・千円)

*‘d「L1 ートナ 費 制。
区 分 職 員 数 共 i作 費 メに誌1 

考
判i 酬 川~I、とn与 料 職 員手当

長 等

議 員
本年度

その 他 3 7，176 7，176 7，176 

計 3 7，176 7，176 7，176 

長 等

議 員
前年度

その 他 3 7，175 7，175 7，175 

言十 3 7，175 7，175 7，175 

長 等

議 員
比 較

その 他 。
計 。

2 一 般 職

( 1 ) 総括 (単位人 ・千円)

給 与 費
区 分 職 員 数 共 済 費 d口k 計 備 考

報 酬 来合 料 職 員手当 言十

本年度 2 8， 306 4，287 12，593 2，826 15，419 

前 年度 2 8.936 4，981 13，917 2，854 16， 771 

比 較 。 ム 630 ム 694 ム 1，324 ム 28 ム 1，352 

職 区 分 扶養手当 地 域手当 住居手当 通勤手当
特 殊 時間 外

宿日直手当
勤 務 手 当 勤 務手当

員 本年度 594 365 

手 前 年度 804 51 

比 較 ム 210 314 
当

区 分
管理職 員 特

管理職 手当 期 末手当 勤勉手当
義務教育等

退職 手当 その 他 手当
の 別勤務手当 教員特別手当

内 本 年 度 。 2，019 1， 309 

前 年 度 504 2，258 1， 364 
訳

比 較 ム 504 ム 239 ム 55

-86- 港湾事業特別会計 (給与費明細書)



( 2 ) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増減額 増減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給料 ム 630 給与改定に 10 

伴う増減分

昇給に伴う 329 

増加分

その他の ム 969 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 ム 969

その他の増減分

職員 ム 694 制度改正に 73 給与改定に伴う増減分 73 

手当 伴う増減分 期末手当 2 

勤勉手当 71 

昇給に伴う 127 昇給に伴う増加分 127 

増加分 期末手当 75 

勤勉手当 52 

その他の ム 894 職員数の変動に伴う増減分

増 減分 人事異動に伴う増減分 ム 762

扶養手当 ム 102

通勤手当 314 

管理職手当 ム 504

期末手当 ム 292

勤勉手当 ム 178

その他の増減分 ム 132

扶養手当 ム 108

期末手当 ム 24

港湾事業特別会計(給与費明細書) -87-



(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員 1人当たり給与 (単位円・歳月)

区 分 ーー 市支 行 政 1故 技 能 労 務 可能

平均給料月額 346，050 

平成 3 0 年 2 月 1 日現 在 平均給与月額 385，925 

平 均 年 齢 50. 09 

平均給料月額 372，250 

平成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 428，800 

平 均 年 齢 47. 03 

イ初任給 (単位円)

国 σ〉 市リ 度

区 分 一 般行政職 技能労務職
一 般行政職 技能労務職

高 校 卒 147，100 144，500 147，100 
128，900 

大 井f江， 卒 179，200 179，200 
159，900 

ウ級別職員数 (単位人・%)

技 能 労 務 月哉
品交 行 政 可能

区 分 単 来世 労 務 月能 小111..口』 食 労 務 可能

級 職員数 構成比 級 職 員数 構 成 比 級 職員数 構成比

1 級 1 す& 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 3 級 3 級

4 級 2 100. 0 4 級 4 級

平成 3 0年 2月 1 日
5 級 5 持&

現 在

6 級

7 級

8 級

計 2 100. 0 

-88- 港湾事業特別会計 (給与費明細書)



1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 3 奇及 3 級

4 級 50. 0 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 50. 0 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 2 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区 分

一 般行政職

エ昇給 (単位人・%)

区 分 A口、 計
代 表 的 な 職 種

一般行政職 技能労務職

職 貝 数 (A) 2 2 

本 昇 給 に係る職員数 (B) 2 2 

2 号給

年 4 号給 2 2 
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キ一+モユ (B) / (A) 100.。 100. 0 

I哉 員 数 (A) 2 2 

円iJ 昇 給 に係る職員数 (B) 2 2 

2 号給

年 4 号給 2 2 
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キ--ーユ (B) / (A) 100. 0 100. 0 

港湾事業特別会計 (給与費明細書)



荷 千支
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債務負担 行 為 で ヰ 百 年 度 以 降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は支出額の見込み及び、3J五年度以降の支出 一予定額等に関する調書

前年度末 ま で

事 I頁 |根 !良: 結i 支 11¥ 見込)

期j 問 金
‘IL h定年度平成年l官

機 械 整 備 事 業 86，400 29 

港湾事業特別会計(債務負担行為調書)

(j) 

額

額



(単位千円)

当 該年度以 降の 左 の 財 源、 内 訳

支 出 予 P疋"-，. 額 特
疋，国ιー・・ 財 源

一 般財源
期 間 金 額 国(県)支出金 地方債 そ の他

平成年度 平成年度

30 75， 384 75，300 84 

一一 ー
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区 分

港湾整備依

ふ頭 用地
(1) 

ZiA口二 成 イ責

(2) 荷役機械債

A口、 計

地方債のがj前年度末における現在日並びに前年度末
及び 当該年度末にお ける現任 i白iの見込みに関する調 書

当該年度 '11増減見込み
前向iI 年度 末 n、iIi 度 末

当該年度 中 当 該 年 度 中冗金

現 在 両 現在 iuj見込綴
起債見込寝(j償還見込額

731，706 680， 788 175，300 92.902 

3.894 

727，812 680， 788 175，300 92，902 

731， 706 680. 788 175，300 92，902 

-92- 港湾事業特別会計(地方債調書)

(単位 千円)

当該年 度 末

現在向見込額

76:3， 186 

763， 186 

763， 186 



平成 30年度

今治市鉱泉供給事業特別会計

鉱泉供給事業特別会計





議会第 2回議案第22号

平成 30年度今治市鉱泉供給事業特別会計予算

平成 30年度今治市の鉱泉供給事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 16， 900千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算Jに

よる。

平成30年 3月 1日提出

今治市長 菅 良 一

鉱泉供給事業特別会計
-93-



第 1 表歳入歳出予知 成人 (1れ位千円)

J女 .fti 金 省民

l 使用料及び手数料 14 ， ~00 

1 f'史JlJ 料 14，300 

2財産収人 100 

l財産運用収入 100 

3縦 J基金 ど，500

l繰越 金 2，500 

歳 入 ぷ口〉、 計 16，900 

-94一 鉱泉供給事業特別会計歳入



歳出 (単位千円)

款 項 金 客員

1鉱泉管理費 16，400 

1鉱泉管理費 16.400 

2予備費 500 

l予備費 500 

歳 出 」口3、 言十 16.900 

鉱泉供給事業特別会計歳出 -95-
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歳入歳出予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

l 使用料及び手数料 14，300 14，200 100 

2 財産収入 100 100 O 

3 繰越金 2，500 2，500 。

歳 入 合計 16，900 16，800 100 

鉱泉供給事業特別会計総括(歳入) -97-



(歳出)

J次 イメイド度予算狐 lìíj 1 rJ見r'1~ね1 比 車交

l 鉱泉管flHt~ 16，400 16，300 100 

2予備 f!l soo soo 。

歳出 合計 16.900 16，800 100 

-98- 鉱泉供給事業特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 客員 の 財 源 内 訳

特 定 日オ 源

国庫支出金 県支出金 地方 債 その他
一 般財源

。 。 。 100 16，300 

。 。 。 。 500 

。 。 。 100 16，800 

-99-



2 歳入

3次 項 ~I 本イrJ立 lIIi 1j: Jfr 比 車交

イ史川料及び子数料 14，300 14，200 100 

使Jlj 料 14，300 14，200 100 

鉱泉使用料 14，300 14，200 100 

2 H才J)(収入 100 100 。
財産運用収入 100 100 。

利子及び配当金 100 100 。
3 料~ ~立金 2，500 2.500 。

繰越金 2，500 2，500 。
繰越金 2，500 2，500 。

歳 入 ぷ口〉、 計 16，900 16，800 100 

-10ト 鉱泉 供給事業特別会計歳入



(単位千円)

節
説

区 分 金 客員
明

1鉱 泉 14，300 鉱泉使用料

1利 子 100 鉱泉供給事業基金預金利子

1繰越金 2，500 繰越金



3 歳 J11

;女 J}i !司 イメ イド J!込: 前年度 比 車交
本年度の財源内i沢

午、y.íl: !l~訪日 ー内出1-1訪日

鉱以r;，=f'Hft 16，400 16，300 100 100 16，300 

鉱泉包:J型t~ 16.400 16，300 100 100 16，300 

鉱泉代用資 16，400 16，300 100 100 16，300 

(内訳)

l片山収入

100 

2 予 fJll'i r-~ 500 500 。 。 500 

予 備 費 500 500 。 。 500 

予 備 費 500 500 。 。 500 

歳出 合 計 16，900 16，800 100 100 16，800 

鉱泉供給事業特別会計歳出



(単位千円)

節
説 明

区 分 主P¥  審員
目 の説明

2給 米ヰ 3，824 一般職給 1ノ¥ 鉱泉管理費

3職員手当等 1，624 通勤手当 51 9，708 

時間外勤務手当 100 職員給与費

一般職期末手当 870 6，692 

勤勉手当 603 

4共済費 1，244 一般職共済組合負担金

11需用費 1，868 消耗品費 50 

光熱水費 18 

維持修繕料 1，800 

12役務費 26 通信運搬費 17 

手数料 9 

13委託料 85 その他委託料

検針業務委託料 10 

既設送湯管撤去委託料 75 

15工事請負費 3，800 送湯管移設工事

25積立金 3，329 鉱泉供給事業基金積立金

27公課費 600 消費税等



IJI:" 
11'11 ljL 持 l

 

H
Y
 

来III -
-
E
f
 

-
-

( 1 ) 

般職

総 指 (単位人 ・千円)

*~ J;L 費'
区 分 可能 民 数 J与 済 費 ぷ口〉、 。前 考-

幸位 酬 千今 料 職 員 手 当

木年度 3，821 1，624 5， 448 1， 244 6， 692 

前年度 3， 706 1，641 5， 347 1，660 7， 007 

比 較 。 118 ム 17 101 ム 416 ム 315

職 区 分 扶養手当 地域手当 住 居 手 当 通勤手 当
特 殊 時間外

宿日直手当
勤務手 当 勤務手 当

員 本年度 。 51 100 

手 前年度 78 51 100 

比 較 ム 78 。 。
当

区 分
管理職員特

管理 職手 当 期末手当 勤勉手 当
義務教育等

退職手 当 その他手当
の 別 勤務 手当 教員特別手当

内 本年度 870 603 

前年度 860 552 
訳

比 較 10 51 

-104-鉱泉供給事業特別会計 (給与費明細書)



(2 ) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給料 118 給与改定に 5 

伴う増減分

昇給に伴う 76 

増加分

その他の 37 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分

その他の増減分 37 

職員 ム 17 制度改正に 35 給与改定に伴う増減分 35 

手当 伴う増減分 期末手当

勤勉手当 34 

昇給に伴う 29 昇給に伴う増加分 29 

増加 分 期末手当 17 

勤勉手当 12 

その他の ム 81 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分

その他の増減分 ム 81

扶養手当 ム 78

期末手当 ム 8

勤勉手当 5 

鉱泉供給事業特別会計(給与費明細書)



(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職i.t]人当たり給与 (単位 円 ・歳月)

区 /ノJ¥ 一 見支 行 政 可能 技 能 労 務 『能

平均給料月額 318，600 

平 成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 322，800 

平 均 年 l齢 41. 05 

平均給料月額 308，800 

平 成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 319，500 

平 均 年 齢 40. 05 

イ 初 任給 (単位 円)

国 の 市iJ 度
区 分 一 般行政 職 技能労務 職

一 般行政 職 技 能 労務 職

両 校 卒 147， 100 144， 500 147，100 
128，900 

大 Aう江~ 卒 179，200 179，200 
159，900 

ウ級別職員数 (単位人 ・%)

技 能 労 務 可能
一 月支 行 政 職

区 分 単 純 労 務 耳哉 給 食 労 務 I哉

級 職 員数 構成 比 庁及 職 員 数 構 成 比 帝長 職 員数 構 成比

1 級 1 帝:Jk 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 100. 0 3 級 3 級

4 級 4 級 4 級

平 成 3 0年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 100.0 
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1 級 1 級 1 級

2 級 2 す;& 2 iT-& 

3 級 100. 0 3 級 3 級

4 級 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 iT-& 

計 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区 分

一 般行 政職

エ昇給 (単位人・ %)

区 分 メ口〉、 言十
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労務 職

月哉 員 数 (A) 1 

本 昇給に係 る 職 員数 (8) 

2 号給

年 4 号給
号給数 別 内訳

6 号給

度 8 号給

比 ヰ一+ーユ竺 (8) / (A) 100.0 100. 0 

月哉 員 数 (A) 

E円~ 昇給に係る職員数 (8) l 

2 号給

年 4 号給
号給数 別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キー+自斗宅 (8) / (A) 100. 0 100. 0 

鉱泉供給事業特別会計 (給与費明細書) -107-
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平成 30年度

今治市小規模下水道特別会計

小規模下水道特別会計





議会第 2回議案第23号

平成 30年度今治市小規模下水道特別会計予算

平成 30年度今治市の小規模下水道特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1，077，000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。

(地方債)

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 230条第 1項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 「第 2

表地方債Jによる。

(一時借入金)

第 3条 地方自治法第 235条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

300，000千円と定める。

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良 一

小規模下水道特別会計 一109-



第 1 表歳入歳出予71 成人 ( q'r.f3!: 千円)

j次 J11 金 額

1分t.e金放び負担金 5 

l分担!合 5 

2使用料及び手数料 226，014 

l使用料 226 ， Ol~ 

2手数料

3県支出金 32，000 

1県補助金 32，000 

4寄附金

l寄附金

5繰入金 621，577 

1他会計繰入金 621，577 

6繰越 金

1繰越 金

7諸収入 1，002 

1延滞金加算金及び過料

2預金利子

3雑 入 1，000 

8市 債 196，400 

1市 {責 196，400 

歳 入 」口念、 計 1，077，000 

-110一 小規模下水道特別会計歳入



歳出 (単位千円)

款 項 金 客員

1総務費 454，244 

1総務管理費 454，244 

2建設費 106，500 

1小規模下水道建設費 106，500 

3公債費 515，256 

1公債費 515，256 

4予備費 1，000 

1予備費 1，000 

歳 出 」口会、 計 1. 077 .000 

小規模下水道特別会計歳出 -111-



第 2表 地方債

起債の目的

(単位千円)

限度額 | 起 債 の 方 法 | 利 率 | 償 還 の方法

農業集務排水事業 66，100 

資 本 費 平準化債 130，000 

1 借入先 財務省、

その他

2 借入方法 普通貸

借または債券発

行の方法による。

事業または財政

の都合により、

本議決の範凶内

において起債の

前借をすること

ができる。

3 借入時期 平成30

年度。ただし、

事業または財政

の都合により、

起債額の全部も

しくは 一 部を翌

年度に繰越し、

借入することが

できる。

句三5.0%

以内

(ただし、

利率見直

し方式で

借入れる

資金につ

いて、利

率の見直

しを行った

後におい

ては、当

該見直し

後の利率)

借入先の融通条件によ

る。ただし、必要に応

じ、繰上償還、償還年

|恨の短縮または低利{貞

に借換することができ

る。

ぷ与、
口 196，400 I

T
 

--=ロ

-112- 小規模下水道特別会計 地方債



歳 入 歳 出予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算客頁 比 較

1 分担金及び負担金 5 70 ム65

2 使用料及び手数料 226，014 273，014 ム47.000

3 県支出金 32，000 44，397 ム12.397

4 寄附金 。
5 繰入金 621，577 758，109 ム136，532

6 繰越金 。
7 諸収入 1，002 10.809 ム9.807

8 市 債 196.400 94.600 101.800 

歳 入合計 1，077，000 1，181，000 ム104，000

小規模下水道特別会計総括(歳入) 一113-



(歳出)

放 イメイド度予約制 。。イr度予す;1:椛i 上ヒ 較

l総務 t'.1 454，244 492，601 ム38，357

2建設伐 10f)， ~OO 147，ROO ム41， :~OO I 

3公1J.'1 î~ 515，25() 5~~9 ， 5~)9 ム24，343

4予備費 1，000 1，000 o 

歳出 合計 1，077，000 1.181.000 ム104.000

-114- 小規模下水道特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 審員 の 日オ 源、 内 訳

特 定 員オ 源
一 般財源

国庫支出金 県支出金 地方 債 その他

。 。 。 1，000 453.244 。 32，000 66.400 。 8，100 。 。 。 O 515，256 。 。 。 O 1，000 

。 32，000 66，400 1，000 977，600 
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2 歳入

款 項 IJ 本 年 度 前年度 比 車交

分:tl!金及びi'!十I!令 5 70 ム65

分担金 5 70 ム65

小規模下水道事業受4主将分担 70 ム65

ノエb¥: 

2 使用料及び手数料 226，014 273，014 ム47，000

使川料 226，013 273.013 ム47，000

小規模下水道使用料 226，013 273，013 ム47，000

2 手 数料 。
小規模下水道手数料 。

3 県支出金 32，000 44，397 ム12，397

県補助金 32，000 44，397 ム12，397

小規模下水道建設賀県補助金 32，000 44，397 ム12，397

4 寄附金 。
寄 附 金 。

一般市附金 。
5 繰入金 621，577 758， 109 ム136，532

他会計繰入金 621，577 758， 109 ム136，532

一般会計繰入金 621，577 758， 109 ム136.532

6 繰越金 。
繰越金 。
繰越金 。

7 諸収 入 1; 002 10，809 ム9，807

延滞金加算金及び過料 。
延滞金 。

2 預金利子 。
預金利子 。

3 雑 入 1，000 10，807 ム9，807

雑 入 1，000 10，807 ム9，807

8 市 債 196，400 94，600 101，800 

市 イ責 196，400 94，600 101，800 

-116一小規模下水道特別会計歳入



(単位千円)

節
説

区 分 主人 客員
明

1 小規模下水 5 小規模下水道事業受益者分担金

道事業受益

者分担金

l小規模下水 226，000 小規模下水道使用料

道

2施設管理 13 電柱占用料

1小規模下水 督促手数料

道

1農業集落排 32，000 農業集落排水施設建設費 (6/10)⑮ 21.000 

水施設建設 農業集落排水施設建設費(定額)⑮ 11. 000 

費

1一般寄附 一般寄附金

1一般会計繰 621，577 一般会計繰入金

入金

1繰越金 繰越金

1受益者分担 滞納受益者分担金延滞金

金延滞金

1預金利子 預金利子

1施設管理費 1，000 賠償責任保険金
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J女 項 11 イメ イI~ J交 liij 年 JLE 比 較

小鳥J枚ドノ1<ili'jC栄町i 66，400 94，600 ム28，200

2 資本r~S!L司(~化もli 130，000 。 130，000 

歳 入 メ口合、 計 1，077，000 1，181，000 ム104，000
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(単位千円)

節
説

区 分 金 客員
明

1農業集落排 66，400 農業集落排水施設建設債

水施設建設

イ責

1農業集落排 130，000 農業集落排水施設資本費平準化債

水施設資本

費平準化債

-119-



3 歳 出

款項 ド| 本 "f J.~ 前年度 比 絞
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

総務 t~ 454，244 492，601 ム38，357 1，000 453，244 

総務管理t~ 454，244 492，601 ム38，357 1，000 453， 244 

一寸交官，;fH!貨 23，897 24， 745 ム848 。 23，897 

2 施設管理費 404，915 438，496 ム33，581 1，000 403，915 

(内訳)

諸収入

1，000 

-120--- 小規模下水道特別会計 歳出



(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 主F¥ 額

2給 事ヰ 3， 117 一般職給 lノ¥ 職員給与費

3職員手当等 1，700 時間外勤務手当 500 5，817 

一般職期末手当 709 一般管理費

勤勉手当 491 18，080 

4共済費 1，000 一般職共済組合負担金

11需用費 50 消耗品費 40 

燃料費 10 

14使用料及び 30 有料道路通行料

賃借料

27公課費 18，000 消費税等

2給 料 11， 153 一般職給 3人 職員給与費

3職員手当等 5，879 扶養手当 816 21，012 

通勤手当 51 施設管理費

一般職期末手当 2，715 383，903 

勤勉手当 1，757 

児童手当 540 

4共済 貿 3，980 一般職共済組合負担金

9旅 費 67 普通旅費

11需 用費 173，892 消耗品費 24，910 

燃料費 82 

光熱水費 73，200 

備品修繕料 150 

維持修繕料 75，550 

12役務費 27，309 通信運搬費 7，380 

手数料 19，500 

火災保険料 178 

自動車損害保険料 71 

その他保険料 180 

13委 託 料 164，645 管理運営委託料 98，208 

樹木等管理委託料 1，500 

運転管理等委託料 96，708 

保守点検委託料 13，427 

処理場等設備保守委託料 13，056 

消防設備保守委託料 371 

その他委託料 53，010 

管路調査等委託料 1，500 
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款瓜目 本年)交 iiij 1j: )fr 比 4攻
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源、

3 業務費 25，432 29，360 ム3，928 。 25，432 

2 建 設費 106，500 147，800 ム41，300 98，400 8， 100 

小規模下水道建設費 106，500 147，800 ム41，300 98，400 8， 100 

小規模下水道特別会計 歳出



(単位千円)

節
言完 明 目 の説明

区 分 金 審員

下水道管理システムデータ更新委託料 510 

廃棄物等処理委託料 51，000 

14使用料及び 452 用地賃借料 103 

賃借料 機械器具賃借料 240 

共架料 29 

有料道路通行料 80 

15工事請負費 7.400 下水道管渠修繕工事

16原材料費 870 維持補修用原材料

19負担金補助 7，459 負担金 7，451 

及び交付金 鴨部地区農業集落排水処理費 7，400 

諸会出席 51 

電波利用負担金 8 

22補償補填及 1，800 移設補償金 400 

び賠償金 水道管、ガス管及びケーブル等

工作物等損傷補償金 400 

損害賠償金 1，000 

27公課費 9自動車重量税

2給 料 7，353 一般職給 2人 職員給与費

3職員手当等 2，951 扶養手当 78 12，616 

通勤手当 24 使用料等徴収事務費

一般職期末手当 1，690 12，321 

勤勉手当 1， 159 水洗化普及促進費

4共済費 2，312 一般職共済組合負担金 495 

11需用 費 4 消耗品費

12役務費 11 通信運搬費 10 

手数料

13委託料 525 その他委託料 429 

未水洗化調査委託料

電子計算業務委託料 96 

受益者分担金計算処理等委託料 59 

水洗化率等集計業務委託料 37 

19負担金補助 11，386 負担金 11， 357 

及び交付金 料金徴収事務費(水道事業会計)

補助金 29 

水洗便所改造資金利子補給金

23償還金利子 890 過誤納還付金(過年度分)

及び割引料
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款 rR I~I 本年度 i泊 ir }立 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 -~自立財源

J~~ %i~i~長排水Ifl!i， j~ 106，500 91，800 14.700 98，400 8， 100 

建設x.~

(1勾l沢)

県支山金

32，000 

地方仙

66，400 

O 漁業集落排水施設 。 56，000 ム56，000 。 。
建設費

3 公 もMtせ 515，256 539，599 ム24，343 。 515.256 

公債 費 515，256 539，599 ム24，343 。 515，256 

TC 金 406， 152 422，825 ム16，673 。 406， 152 

2 利 子 109， 104 116，774 ム7，670 。 109， 104 

4 予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 
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(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 金 客員

3職員手当等 1，000 時間外勤務手当 朝倉地区農業集落排水施設

9旅 費 100 普通旅費 機能強化事業費

11需用費 148 消耗品費 58 42，000 

燃料費 40 最適整備構想策定費

印刷製本費 50 14，500 

13委 託料 21，500 その他委託料 農業集落排水施設統合整備

測量設計委託料 7，000 事業費

機能診断委託料 3，000 50，000 

最適整備構想策定委託料 11， 500 

15工事請負費 81，500 管路施設改良工事

18備品購入費 200 事務用器具

19負担金補助 52 負担金

及び交付金 諸会出席 32 

地域環境資源センター 20 

22補償補填及 2，000 移設補償金

び賠償金 水道管

23償還金利子 406， 152 長期債元金 下水道事業債元金(農業集

及び割引料 落排水施設)

382，694 

下水道事業債元金(漁業集

落排水施設)

23，458 

23償還金利子 109， 104 長期債利子 108，104 下水道事業債利子(農業集

及び割引料 一時借入金利子 1，000 落排水施設)

104，177 

下水道事業債利子(漁業集

落排水施設)

3，927 

一時借入金利子

1，000 
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款項目 イメ 1j: ，立 前年度 上ヒ 車交
本年度の財源内訳

特定財源 ー-般財源

予 111，'; r~ 1，000 1，000 。 。 1，000 

歳出合計 1，077，000 1，181，000 ム104，000 99，400 977，600 

小規模下水道特別会計歳出



自行

区 分 ノ主¥ 額
説 明 自の説明
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'，/';. 
11、11 1j・ t~ i

 

H
Uノ キIII

般職

( 1 )総括 (単位人・千円)

系合 与 費
区 分 職 員 数 共 済 費 AE3 、 b前 者J 

幸H 酬 給 本↓ 職 員手当 詳十

本 年度 6 21，623 10，990 32，613 7，292 39，905 

前年度 6 21，238 11， 216 32，454 6. 714 39， 168 

比 較 。 385 ム 226 159 578 737 

職 区 分 扶養手当 地域手 当 住居手当 通 勤手 当
特 殊 時間外

宿日直手当
勤務手 当 勤務 手当

員 本年度 894 。 75 1， 500 

手 前年度 894 324 362 1，500 

比 較 。 ム 324 ム 287 。
ヨ、1/

区 分
管理職員特

管理職手当 期末 手 当 勤勉手当
義務教育等

退職手 当 その他手当|
の 別勤務手 当 教員特別手当

内 本年度 5，114 3，407 

前年度 4，996 3，140 
訳

上ヒ 較 118 267 

-128- 小規模下水道特別会計(給与費明細書)



( 2) 給料及び職 員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増 減 額 増減事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給料 385 給与改定に 50 

伴う増減分

昇給に伴う 546 

増加分

その他の ム 211 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 ム 304

その他の増減分 93 

職員 ム 226 制度改正に 202 給与改定に伴う増減分 202 

手当 伴う増減分 期末手当 11 

勤勉手当 191 

昇給に伴う 264 昇給に伴う増加分 264 

増加分 期末手当 156 

勤勉手当 108 

その他の ム 692 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 ム 211

通勤手当 ム 97

期末手当 ム 69

勤勉手当 ム 45

その他の増減分 ム 481

住居手当 ム 324

通勤手当 ム 190

期末手当 20 

勤勉手当 13 

小規模下水道特別会計(給与費明細書)
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職 員 1人当たり給与 (単位円 ・歳月 )

区 ノ~1¥ 一 ・ 般 1f 政 I能 技 能 労 務 可能

平 均給料月額 300， 300 

平成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 313，750 

平 均 年 齢 39.04 

平均給料月額 294.967 

平成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均 給与月額 324， 175 

平 均 年 齢 39.00 

イ初 任給 (単位円)

国 σ〉 制 度
区 分 一 般行政職 技 能 労 務 職

一 般行政 職 技能 労務 職

高 校 卒 147， 100 144，500 147， 100 
128，900 

大 A子以斗. 卒 179，200 179，200 
159.900 

ウ 級別職員数 (単位人 ・%)

技 能 労 務 月哉
一 品安 千子 政 月哉

区 分 単 純 労 務 可能 川J、t口〉 食 労 務 職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 奇長 職 員数 構成 比

1 級 1 キ及 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 5 83.3 3 級 3 級

4 庁長 16. 7 4 級 4 級

平 成 3 0年 2月 1 日
5 キVJ 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 6 100.0 

-130一 小規模下水道特別会計 (給与費明細書)



1 級 1 級 1 級

2 級 16. 7 2 級 2 級

3 級 4 66. 6 3 級 3 級

4 級 16. 7 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

言十 6 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区分

一 般行政職

エ昇 給 (単位人・%)

分 l口k 計
代 表 的 な 可能 種

区
一般行政 職 技能労務職

職 員 数 (A) 6 6 

本 昇給に係る職員数 (B) 6 6 

2 号給

年 4 号給 6 6 
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

上ヒ キ一ー←ユー (B) / (A) 100. 0 100. 0 

職 貝 数 (A) 6 6 

円り 昇給に係る職員数 (B) 6 6 

2 号給

年 4 号給 6 6 
号給数 別 内訳

6 号給

度 8 号給

上ヒ キ?寸トモユ (B) / (A) 100.0 100.0 

小規模下水道特別会計 (給与費明細書) 一131-



区 /ノJ¥ 

農業集落 排水

施 2は・1X1ー 仔t

漁業集落排水
2 

施 設 イ責

3 借 換 イ責

4 資本費平準 化 債

A口、 計

地 h債の iiiJliij 年度末における現紅白i故びに前年
及 び 当 該 年 度 末における引イE，I'，'jの見込みに |則 す る

度末
調書

21 J京年度中削減見込み
前前午度末 rJ'J 年 度 末

、li j来年 J.itr!l 、li~来年度中元金

現 {E !日l現在，tli見込傾
起債見込綜i償還見込徽

5，188， 113 5， 170， 783 66.400 38]， 318 

23，457 
250，214 273，027 

他会計移管額
7]，600 

1， 375 
12.990 6. 582 

他会計移管額
4，800 

130，000 

406， 150 
5，751，317 5，450，392 196，400 

他会計移管額
76，400 

(単位 千円)

当該年度末

現在，(;j 見込傾

1，855，865 

]77，970 

407 

130，000 

5，164，242 

(注)漁業集落排水施設債及び借換債の一部については、平成30年度より公共下水道事業会計へ移管する
ため、当該年度末現在高見込額は、他会計移管額を差し引いて表示している。

-132- 小規模下水道特別会計(地方債調書)



平成 30年度

今治市駐車場特別会計

駐車場特別会計





議会第 2回議案第24号

平成 30年度今治市駐車場特別会計予算

平成 30年度今治市の駐車場特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 11， 0 0 0千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算Jに

よる。

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良一

駐車場特別会計
-133-



第 1 表歳入歳出予算 歳人 (q'l.位千円)

l 金 傾R8..31日8市出

項I J次」

l使用料及び手数料 「一一一1一使 川 料 lR 

1R 「一一2財産収入 I 1財産運用収入 l 1 ，96H 

1，968 3繰入 金 「 基金繰入金 627 

G27 
一

4繰越 金 l繰腿金 十一ーー

「一一 入

5諸収 l預金利子

一

一
t 歳入口ム計 i 11 ，000 

-134- 駐車場 特 別 会 計 歳 入



歳出 (単位千円)

款 項 金 客員

1駐車場費 10，900 

1駐車場費 10，900 

2予備費 100 

l予備費 100 

歳 出 メ口与 計 11，000 

駐車場特別会計歳出 一135-
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歳入歳出予算事項別明細書

1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

1 使用料及び手数料 8.386 9，400 ム1.014

2 財産収入 18 17 

3 繰入金 1，968 。 1，968 

4 繰越金 627 1 ，582 ム955

5 諸収入 。

歳 入 合計 11 ，000 11 ，000 。

駐車場特別会計総括(歳入) -137-



(歳出)

J女 本年度予算額 liij{1リ交f--t?:傾 上ヒ 車交

1駐車場資 10，900 10，900 o 
2予備 費 100 100 。

歳出合計 11，000 11 ，000 。

-138一 駐車場特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 客員 の 日オ 源、 内 訳

特 定 日オ 源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
一般財源

。 。 。 18 10.882 。 。 。 。 100 

。 。 。 18 10，982 
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2 歳入

款 心ミ Ij 本年度 前 年 度 上ヒ 車交

イ史川料及び手数料 8，386 9，400 ム1，014

使)有料 8，386 9，400 ム1，014

駐車場使用料 8，386 9，400 ム1，014

2 財産収入 18 17 

財産運用収入 18 17 

利子及び配当金 18 17 

3 繰入金 1，968 。 1，968 

基金繰入金 1，968 。 1，968 

駐車場整備運営基金繰入金 1，968 。 1，968 

4 繰越金 627 1，582 ム955

繰越金 627 1，582 ム955

繰越金 627 1.582 ム955

5 諸収入 。
預金利子 。

預金利子 。

歳 入 ぷ口〉、 計 11，000 11，000 。

-14ト 駐車場特別会計歳入



(単位千円)

節
説

区 分 金 審員
明

1駐車場 8，386 今治駅前広場駐車場使用料 4.066 

風早駐車場使用料 4.320 

1利 子 18 駐車場整備運営基金預金利子

1駐車場整備 1，968 駐車場整備運営基金繰入金

運営基金繰

入金

1繰越金 627 繰越金

1預金利子 預金利子

-141-



3 歳出

款 項 |司 本年度 前年度 比 較
本年度の財源I"'J，沢

特定財源 伺-般財源

出1 1 1 けみ}t~ 10，900 10，900 。 18 10，882 

駐車場f~ 10，900 10，900 。 18 10，882 

馬主市場管理費 10，882 10，883 ム1 。 10，882 

2 駐車場整備運営基 18 17 18 。
金費

(内訳)

財産収入

18 

2 予 備 費 100 100 。 。 100 

予 備 費 100 100 。 。 100 

予 備 費 100 100 。 。 100 

歳出 合 計 11，000 11，000 。 18 10，982 

-142- 駐車場特別会計歳出



(単位千円)

節

区 分 ノ豆¥ 額
説 明 目 の説明

11需用賀 1，000 維持修繕料 今治駅前広場駐車場管理運

12役務費 53 火災保険料 営費

13委託料 9，644 管理運営委託料 3，009 

駐車場指定管理料 駐車場総務管理費

27公課費 185 消費税等 185 

風早駐車場管理運営費

7，688 

25積立金 18 駐車場整備運営基金積立金 駐車場整備運営基金費

18 
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馬主 車.

平

-144-

{責務 負 犯 行 為 で 設 作 度 以 降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び~該年)}[以降の支出予定額等に関する調書

前年度末 ま での

Jr~ Illi 度 和~ 支 IU 見込) 額

期i ↑m 金 額

平成年度平成年度

場 r疋4噌 #自氏 珂! 事} 39，200 29 

成; 29 年 度

駐車場特別会計(債務負担行為調書)



(単位千円)

当 該年度以降の 左 の 財 源、 内 訳

支 出 予 r疋ムー， 額 特 ，疋ー五回' 員オ 源
一 般財源

期 問 金 額 国(県)支出金 地方債 そ の 他

平成年度平成年度

30 ----33 39，200 39，200 
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平成 30年度

今治市国民健康保険特別会計

国民健康保険特別会計





議会第 2回議案第25号

平成 30年度今治市国民健康保険特別会計予算

平成 30年度今治市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 18， 731，000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。

(一時借入金)

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 235条の 3第 2項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、 800，000千円と定める。

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良 一

国民健康保険特別会計 -147-



第 l 表歳入歳出予算 歳入 (q'l.位千円)

2次 JJl 金 宮l~

1 I羽民健康保険税 :~， OSl ，97!) 

1 I，q以位以保険税 ~~ ，051 ，975 

2使用料及び手数料 1，501 

1手 数料 1， S01 

3 りI~支出金 13 ， 750 ， 4~8 

1県補助金 13，750，428 

4財産収入 52 

1 Hオ爪辿川収入 5~ 

5繰入金 1，870，067 

1他会計繰入金 1，817，867 

2基金繰入金 52，200 

6繰越 金

1繰越 金

7諸収入 56，976 

1延滞金、加算金及び過料 11，522 

2預金利子

3雑 入 45.453 

歳 入 d口k 計 18，731，000 

-148一 国民健康保険特別会計歳入



歳出 (単位千円)

款 項 ~ 客員

l総務費 228.920 

1総務管理費 189，218 

2徴税費 39.387 

3運営協議会費 315 

2保険給付費 13，670，640 

l療養諸費 11. 845.200 

2高額療養費 1，750，600 

3移送費 300 

4出産育児諸費 71，440 

5葬祭諸費 3.100 

3国民健康保険事業費納付金 4.680.883 

l医療給付費分 3.291.098 

2後期高齢者支援金等分 989，682 

3介護納付金分 400.103 

4共同事業拠出金 30 

1共同事業拠出金 30 

5保健事業費 134.298 

1保健事業費 31，081 

2特定健康診査等事業費 103，217 

6基金積立金 52 

1基金積立金 52 

7公債 費 457 

1公債費 457 

8諸支出金 14.720 

1償還金及び還付加算金 14.720 

9予備費 1.000 

1予備費 1，000 

歳 出 ぷ口〉、 計 18.731. 000 

国民健康保険特別会計歳出 -149-
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歳入歳出予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 車交

国民健康保険税 3.051. 975 3，702，869 ム650，894

2 使用料及び手数料 1.501 1，401 100 

3 県支出金 13，750，428 1，317，774 12，432，654 

4 財産収入 52 52 。
5 繰入金 1.870.067 2，010，540 ム140.473

6 繰越金 。
7 諸収入 56.976 58，177 ム1.201

O 国庫支出金 。 4，815，685 ム4.815.685

O 療養給付費等交付金 。 461，001 ム461.001

O 前期高齢者交付金 。 6，383，300 ム6.383.300

O 共同事業交付金 。 5，125，200 ム5，125，200

歳入 合計 18，731，000 23，876，000 ム5，145，000

国民健康保険特別会計 総括(歳入) 一 151-



(歳出)

放 本年度予算削 前年度予抑制 比 車交

1総務質 228，920 219，971 8.949 

2 保険給付t~ lj，670，640 14，R27，R50 ム1.157.210

3 IJ~L\:f住民保険・作業Ý~納付金 4，680，883 O 4，o80，883 

4共同事業拠出金 30 5，562，930 ム5，562，900

5保健事業費 1j4，298 14j，jj4 ム9.0j6

6 J走金fil立金 52 52 O 

7公 償資 457 1，093 ム636

8諸支出金 14，720 14，720 。
9予備費 1.000 1，000 。
O 老人保健拠出金 。 150 ム150

O 後期高齢者支援金等 。 2，327，100 ム2，327，100

O 介護納付金 。 769.200 ム769，200

O 前期高齢者納付金等 。 8.600 ム8.600

歳 出合計 18，731，000 23.876.000 ム5，145，000

-152一 国民健康保険特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 客員 の 財 源 内 訳

特 定 買オ 源
一 般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 そ の 他

。 6，000 。 1，501 221，419 

O 13，596，100 。 。 74.540 。 99，752 。 45，453 4，535，678 。 。 。 。 30 。 48.576 。 。 85.722 。 。 。 52 。
。 。 。 O 457 。 。 。 O 14.720 。 。 。 。 1，000 。 。 。 。 。
。 。 。 O 。
。 。 。 。 。
。 。 。 O 。

。 13，750，428 。 47，006 4，933，566 
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2 t投入

款 項 円 本年度 前年度 上ヒ 較

I klL(fillJぷ保険税 3，051，975 3，702，869 ム650，894

国民健康保険税 3，051，975 3，702，869 ム650，894

一般被保険者国民健康保険税 3，026，883 3，613，529 ム586，646

2 退職被保険11等い~11J己健康保険 25，092 89，340 ム64，248

手見

2 使用料及び手数料 1，501 1，401 100 

手数料 1，501 1，401 100 

-154一国民健康保険特別会計歳入



(単位千円)

節
説 明

区 分 金 客員

1医療給付費 1，876，354 一般医療(現年課税分)

分現年課税

分

2後期高齢者 758，304 一般支援金(現年課税分)

支援金分現

年課税分

3介護納付金 273，225 一般介護(現年課税分)

分現年課税

分

4医療給付費 88，000 一般医療(滞納繰越分)

分滞納繰越

分

5後期高齢者 22，000 一般支援金(滞納繰越分)

支援金分滞

納繰越分

6介護納付金 9，000 一般介護(滞納繰越分)

分滞納繰越

分

1医療給付費 10，010 退職医療(現年課税分)

分現年課税

分

2後期高齢者 4，219 退職支援金(現年課税分)

支援金分現

年課税分

3介護納付金 8，983 退職介護(現年課税分)

分現年課税

分

4医療給付費 1，300 退職医療(滞納繰越分)

分滞納繰越

分

5後期高齢者 300 退職支援金(滞納繰越分)

支援金分滞

納繰越分

6介護納付金 280 退職介護(滞納繰越分)

分滞納繰越

分
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款 項 日 本 il.: J支 !日 年 !笠 比 車交

作似手数料 1，501 1，401 100 

3 県支出金 13，750，428 1，317，774 12，432，654 

リIHIIi助金 13，750，428 1，128，987 12.621.441 

保険給付費等交付金 13，750，427 。 13，750，427 

2 保健事業費補助金 。
O 県財政調整交付金 。 1，128，986 ム1，128，986

O 県負担金 。 188， 787 ム188，787 

O 高額医療費共同事業負担金 。 171， 125 ム171，125

O 特定健康診査等負担金 。 17，662 ム17，662

4 財産収入 52 52 。
財産運用収入 52 52 。

利子及び配当金 52 52 。
5 繰入金 1，870，067 2，010，540 ム140，473

他会計繰入金 1，817，867 1，958，340 ム140，473

一般会社繰入金 1，817，867 1，958，340 ム140，473

2 基金繰入金 52，200 52，200 。
国民健康保険財政訓整基金繰 52，200 52，200 。
入金

6 繰越金 。
繰越金 。
繰越金 。

7 諸 収入 56，976 58， 177 ム1，201

延滞金、加算金及び過料 11，522 11，522 。
一般被保険者延滞金 11，400 11，400 。

2 退職被保険者等延滞金 120 120 。
3 一般被保険者加算金 。
4 退職被保険者等加算金 。

2 預金利子 。
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(単位千円)

節
説

区 分 金 客員
明

1賦課徴収 1，500 国民健康保険税督促手数料

2督促手数料 被保険者返納金等督促手数料

1普通交付金 13，596，100 保険給付費等交付金

2特別交付金 154，327 保険者努力支援分 71，815 

特別調整交付金分 34，737 

県繰入金 (2号分) 12.996 

特定健康診査等負担金 34.779 

1特定健康診 市町共同事業支援事業費 (1/2) 

査等事業費

1利 子 52 国民健康保険財政調整基金預金利子

1一般会計繰 1，817，867 一般会計繰入金 761，919 

入金 一般会計繰入金(保険基盤安定事業費) 1，055，948 

1国民健康保 52，200 国民健康保険財政調整基金繰入金

険財政調整

基金繰入金

1繰越金 繰越金

1一般被保険 11，400 滞納国民健康保険税延滞金(一般)

者延滞金

1退職被保険 120 滞納国民健康保険税延滞金(退職)

者等延滞金

1一般被保険 一般被保険者加算金

者加算金

1退職被保険 退職被保険者等加算金

者等加算金
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款 項 日 本 1r J支 前年度 比 較

子氏金利子 。
3 雑 人 45，453 46，654 ム1，201

_.~..般被保険者第三者納付金 43，000 44，000 ム1，000

2 退職被保険者等第三者納付金 1，000 1，000 。

3 一般被保険者返納金 1，001 1，001 。
4 退職被保険者等返納金 51 51 。
5 雑 入 401 602 ム201

O 国庫支出金 。 4，815，685 ム4，815，685

O 国庫負担金 。 3，402，838 ム3，402，838

O 療養給付費等負担金 。 3，214，051 ム3，214，051

O 高額医療費共同事業負担金 。 171， 125 ム171，125

O 特定健康診査等負担金 。 17，662 ム17，662

O 国庫補助金 。 1，412，847 ム1，412，847

O 財政:JtJ幣交付金 。 1，412，847 ム1，412，847

O 療養給付費等交付金 。 461，001 ム461，001

O 療養給付費等交付金 。 461，001 ム461，001

O 療主主給付r~~平交付金 。 461，001 ム461，001

O 前期高齢者交付金 。 6，383，300 ム6，383，300

O 前期高齢者交付金 。 6，383，300 ム6，383，300

O lìíjJ~ J ，:':j齢行交付金 。 6，383，300 ム6，383，300

O 共同事業交付金 。 5，125，200 ム5，125，200

O 共同事業交付金 。 5，125，200 ム5，125，200

O 11.4拘~î医療r~共IIÎJ'H~交付金 。 606，300 ム606，300

O 保険財政共同安定化事業交付 。 4，518，900 ム4，518，900

金

歳 入 メ口合、 計 18，731，000 23，876，000 ム5，145，000
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(単位千円)

節
説 明

区 分 金 審員

1預金利子 預金利子

1一般被保険 43，000 一般被保険者第二者納付金

者第=者納

付金

1退職被保険 1，000 退職被保険者等第二者納付金

者等第=者

納付金

1一般被保険 1，001 一般被保険者返納金 1.000 

者返納金 一般被保険者返納金(過年度分)

1退職被保険 51 退職被保険者等返納金 50 

者等返納金 退職被保険者等返納金(過年度分)

1雑 入 401 資料複写料

指定公費負担金 400 
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3 歳出

款 項 !d 本 年度 前年度 比 較
本年度の財源内訳

ネおと財源 ー一般財源

総務 t~ 228.920 219，971 8，949 7，501 221. 419 

総務管理費 189，218 180，542 8，676 6，001 183，217 

一般管理費 176，513 164，958 11，555 6，001 170，512 

(内訳)

りよ支出金

6，000 

諸収入

2 連合会負担金 12，705 15，584 ム2，879 。 12，705 
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(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 主L:>.. 額

1報 同H 6，926 嘱託員 (3人) 職員給与費

2給 米ヰ 54，079 一般職給 1 6人9月 100，800 

3職員手当等 28，939 扶養手当 1，445 保険税賦課事務費

住居手当 1，437 962 

通勤手当 1，873 保険税徴収事務費

特殊勤務手当 100 981 

時間外勤務手当 1，700 国保運営事務費

管理職手当 1，088 70，653 

一般職期末手当 12，428 第三者行為求償事務手数料

勤勉手当 8，388 4，000 

児童手当 480 

4共済費 19，371 一般職共済組合負担金 17，782 

社会保険料(報酬) 1， 124 

社会保険料(賃金) 465 

7賃 金 2，850 臨時職員給 2，006 

事務員給

一般賃金 844 

臨時事務員給

9旅 費 170 普通旅費

11需用費 1，060 消耗品費 800 

燃料費 10 

印刷製本費 250 

12役務費 10，410 通信運搬費 6，400 

手数料 4，010 

13委託料 52，377 その他委託料 23，193 

職員健康診断委託料 249 

国保事務共同電算事業委託料 12，000 

国保情報集約システム運用委託料 10，944 

電子計算業務委託料 29，184 

国民健康保険業務電子計算処理委託料

14使用料及び 101 複写機使用料 100 

賃借料 駐車場使用料

19負担金補助 230 負担金

及び交付金 職員健康診断共済組合 47 

諸会出席 8 

国民健康保険団体連合会 175 
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款項 日 本年度 14ij 年度 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 一般UJ溺i

2 徴税費 39，387 39，116 271 1，500 37，887 

lhl~泌徴収t~ 39，387 39. 116 271 1，500 37，887 

(内1沢)

手数料

1，500 

3 運営協議会費 315 313 2 。 315 

五l!?:?協議会代 315 313 2 。 315 

2 保険給付費 13，670，640 14，827，850 ム1，157，210 13，596，100 74，540 

療養諸費 11，845，200 12，775，500 ム930，300 11，845，200 。
一般被保険11療益 11，640，000 12.291.000 ム651.000 11，640，000 。
給付費

(内訳)

県支出金

11，640，000 

2 退職被保険者等療 87，500 350，000 ム262，500 87，500 。
養給付費
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(単位千円)

節
説 明 日 の説明

区 分 金 額

19負担金補助 12.705 負担金 連合会負担金

及び交付金 県国民健康保険団体連合会 12，705 

3職員手当等 2，600 時間外勤務手当 保険税賦課費

4共 済費 325 社会保険料(賃金) 17，961 

7賃 金 2，052 臨時職員給 保険税徴収費

事務員給 18，506 

9旅 費 159 普通旅費 保険税収納対策費

11需 用費 1，346 消耗品費 653 320 

燃料費 108 職員給与費

印刷製本費 475 2，600 

備品修繕料 110 

12役務費 8，752 通信運搬費 7，703 

手数料 1，025 

自動車損害保険料 24 

13委託料 21，982 その他委託料 2，623 

コンビニ収納代行業務委託料

電子計算業務委託料 19，359 

国民健康保険税計算システム委託料 13，811 

国保税収納システム委託料 5，548 

14使用料及び 171 会場賃借料

賃借料

19負担金補助 2，000 負担金

及び交付金 愛媛地方税滞納整理機構

1報 酬 262 国民健康保険運営協議会委員(1 3人) 協議会運営費

9旅 費 44 費用弁償 315 

11需 用費 9 食糧費

19負担金補助 11，640，000 療養給付費 療養給付費

及び交付金 11， 640，000 
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款項 H 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

(内訳)

県支出金

87，500 

3 一般被保険行総必 78，000 90，500 ム12.500 78，000 。
費

(内l沢)

県支出金

78，000 

4 退職被保険者等療 700 3，000 ム2，300 700 。
養費

(内訳)

県支出金

700 

5 審査支払手数料 39，000 41，000 ム2，000 39，000 。
(内訳)

県支出金

39，000 

2 高額療養費 1，750，600 1，964，600 ム214，000 1，750，600 。
一般被保険者高額 1，730，000 1，905，000 ム175，000 1，730，000 。
療主主rJi

(内訳)

県支出金

1，730，000 

2 退職被保険者等高 18，000 57，000 ム39，000 18，000 。
額療養費

(内訳)

県支出金

18，000 

3 一般被保険者高額 2.400 2，400 。 2，400 。
介護合算療養費

(内訳)

県支出金

2，400 

4 退職被保険者等高 200 200 。 200 。
額介護合算療養費

(内訳)

県支出金

200 

3 移送費 300 300 。 300 。
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(単位千円)

節
言見 明 目の説明

区 分 金 客員

19負担金補助 87，500 療養給付費 療養給付費

及び交付金 87，500 

19負担金補助 78，000 療養費 療養費

及び交付金 78，000 

19負担金補助 700 療養費 療養費

及び交付金 7001 

12役務費 39，000 手数料 審査支払手数料

39，000 

19負担金補助 1，730，000 高額療養費 高額療養費

及び交付金 1， 730，000 

19負担金補助 18，000 高額療養費 高額療養費

及び交付金 18，000 

19負担金補助 2，400 高額介護合算療養費 高額介護合算療養費

及び交付金 2，400 

19負担金補助 200 高額介護合算療養費 高額介護合算療養費

及び交付金 200 
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款 項r-I 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源、 一般財源

一般被保険有移送 200 200 。 200 。
費

(内l沢)

県支出金

200 

2 退職被保険者等移 100 100 。 100 。
送費

(内訳)

県支出金

100 

4 出産育児諸費 71，440 84，050 ム12，610 。 71，440 

出産育児一時金 71，400 84，000 ム12，600 。 71，400 

2 支払手数料 40 50 ム10 。 40 

5 葬祭諸費 3， 100 3，400 ム300 。 3， 100 

葬祭費 3， 100 3，400 ム300 。 3， 100 

3 国民健康保険事業費納 4，680，883 。4，680，883 145，205 4，535，678 

付金

|矢療給付r~分 3，291，098 。3，291，098 145，205 3，145，893 

一般被保険者医療 3，278，950 。3，278，950 144， 154 3， 134， 796 

給付費分

(内訳)

県支出金

99， 752 

手数料

諸収入

44，401 

2 退職被保険者等医 12， 148 。 12， 148 1，051 11，097 

療給付費分

(内訳)

諸収入

1，051 

2 後期高齢者支援金等 989，682 。 989，682 。 989，682 

分
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(単位千円)

節
説 明 目 の 説 明

区 分 金 審員

19負担金補助 200 移送費 移送費

及び交付金 200 

19負担金補助 100 移送費 移送費

及び交付金 100 

19負担金補助 71，400 出産育児一時金 出産育児一時金

及び交付金 71，400 

12役務費 40 手数料 支払手数料

40 

19負担金補助 3， 100 葬祭費 葬祭費

及び交付金 3，100 

19負担金補助 3.278.950 国民健康保険事業費納付金(医療給付費分) 国民健康保険事業費納付金

及び交付金 3，278，950 

19負担金補助 12， 148 国民健康保険事業費納付金(医療給付費分) 国民健康保険事業費納付金

及び交付金 12，148 
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款項 日 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

一般被保|投打後WJ 985，216 。 985，216 。 985，216 

高齢者支援金等分

2 退職被保険者等後 4，466 。 4，466 。 4，466 

期高齢者支援金等

分

3 介護納付金分 400， 103 。 400， 103 。 400， 103 

介護納付金分 400， 103 。 400， 103 。 400， 103 

4 共同事業拠出金 30 5，562，930 ム5，562，900 。 30 

共同事業拠出金 30 5，562，930 ム5，562，900 。 30 

共同事業拠出金 30 。 30 。 30 

O 高額医療費拠出金 。 684，500 ム684，500 。 。
O 保険財政共同安定 。4，878，400 ム4，878，400 。 。

化事業拠出金

O その他共同事業拠 。 30 ム30 。 。
出金

5 保健事業費 134，298 143，334 ム9.036 48，576 85， 722 

保健事業費 31，081 143，334 ム112，253 7，996 23，085 

保健衛生普及費 16，381 127，534 ム111，153 7，996 8，385 

(内訳)

県支出金

7，996 

2 諸 費 14， 700 15，800 ム1，100 。 14，700 
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(単位千円)

節

区 分 /豆¥ 審員
言見 明 目の説明

19負担金補助 985，216 国民健康保険事業費納付金(後期高齢者支援 国民健康保険事業費納付金

及び交付金 金等分) 985，216 

19負担金補助 4，466 国民健康保険事業費納付金(後期高齢者支援 国民健康保険事業費納付金

及び交付金 金等分) 4，466 

19負担金補助 400， 103 国民健康保険事業費納付金(介護納付金分) 国民健康保険事業費納付金

及び交付金 400，103 

19負担金補助 30 共同事業拠出金 共同事業拠出金

及び交付金 30 

3職員手当等 500 時間外勤務手当 健康教育費

4共済費 344 社会保険料(賃金) 2，726 

7賃 主6.. 1，982 臨時職員給 医師会交付金

事務員給 500 

11需 用費 400 消耗品費 医療費適正化事業費

12役 務費 8，900 通信運搬費 9，900 

13委 託料 3， 755 その他委託料 生活習慣改善費

ジ、ェネリック医薬品利用差額通知業務委託料 1，000 2，755 

健康指導委託料 2，755 職員給与費

19負担金補助 500 交付金 500 

及び交付金 医師会 400 

歯科医師会 100 
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款項同 本年度 前年度 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

2 特定健康診査等事業 103，217 。 103，217 40，580 62，6371 

r~ 

特定健康診査等事 103，217 。 103，217 40，580 62，637 

業費

(内訳)

県支出金

40，580 

6 基金積立金 52 52 。 52 。
基金積立金 52 52 。 52 。

)i~金私立金 52 52 。 52 。
(内訳)

財産収入

52 

7 公 債費 457 1，093 ム636 。 457 

公債 費 457 1，093 ム636 。 457 

手IJ 子 457 1，093 ム636 。 457 

8 諸支出金 14，720 14，720 。 。 14，720 
一一
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(単位千円)

節
説 明 目 の 説 明

区 分 金 客員

19負担金補助 14.700 はり、きゅう施術費負担金 はり、きゅう施術費

及び交付金 14，700 

4共済費 90 社会保険料(賃金) 特定健診特定保健指導費

7賃 金 643 一般賃金 103，217 

臨時事務員給

8報償費 32 謝礼金

9旅 費 38 普通旅費

11需 用費 1，498 消耗品費 422 

燃料費 80 

印刷製本費 996 

12役務費 9，986 通信運搬費 5，816 

手数料 4，170 

13委託料 90，062 その他委託料

特定健診特定保健指導委託料 76，004 

人間ドック委託料 6，845 

勧奨はがき作成業務委託料 813 

若年者健診委託料 665 

糖尿病性腎症重症化予防業務委託料 5，735 

14使用料及び 209 会場賃借料

賃借料

19負担金補助 659 負担金 658 

及び交付金 国民健康保険団体連合会

石綿健康被害一般拠出金

25積 立金 52 国民健康保険財政調整基金積立金 国民健康保険財政調整基金

費

52 

23償還金利子 457 一時借入金利子 一時借入金利子

及び割引料 457 

-171-



款項同 本年度 I~íj 年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

ft1i辺金及び巡付加n: 14，720 14， 720 。 。 14，720 

金

一般被保険者保険 13，600 13，600 。 。 13，600 

税辺付金

2 退職被保険者てす;保 300 300 。 。 300 I 

険税還付金

3 一般被保険者還付 800 800 。 。 800 

加算金

4 退職被保険者等還 20 20 。 。 20 

付加算金

9 予 備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

予 fJl，'j t~ 1，000 1，000 。 。 1.000 

O 老人保健拠出金 。 150 ム150 。 。
O 老人保健拠出金 。 150 ム150 。 。
O 老人保健引務f~拠 。 150 ム150 。 。

出金

O 後期高齢者支援金等 。2，327，100 ム2，327，100 。 。
O 後期高齢将支援金等 。2，327，100 ム2，327，100 。 。
O 後期高齢者支援金 。2，326，900 ム2，326，900 。 。
O 後期高齢者関係事 。 200 ム200 。 。

務質拠出金

O 介護納付金 。 769，200 ム769，200 。 。
O 介護納付金 。 769，200 ム769，200 。 。
O 介護納付金 。 769.200 ム769，200 。 。

O 前期高齢者納付金等 。 8，600 ム8，600 。 。
O 前期高齢者納付金等 。 8，600 ム8，600 。 。
O 前期高齢者納付金 。 8，400 ム8，400 。 。
O 前期高齢者関係事 。 200 ム200 。 。

務費拠出金

歳出合計 18，731，000 23，876，000 ム5，145，000 13，797，434 4，933，566 
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(単位千円)

節
言党 明 目の説明

区 分 金 客員

23償還金利子 13，600 過誤納還付金(一般) 過誤納保険税還付金

及び割引料 13，600 

23償還金利子 300 過誤納還付金(退職) 過誤納保険税還付金

及び割引料 300 

23償還金利子 800 還付加算金(一般) 保険税還付加算金

及び割引料 800 

23償還金利子 20 還付加算金(退職) 保険税還付加算金

及び割引料 20 
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vb. ，、n 与 ir: -寸E
E
d

Hυ
ノ 制l

』

rJ.

・・
4
ヰ

1 特別職 (単位人・千円)

手合 与 費
区 分 職 員 数 済 費 ZIコL 

幸良 酬 *、とI-〉I 料 職 員 手 当

長 勾"""1'"生

議 員
本年度

その他 16 7，188 7，188 7，188 

言十 16 7，188 7，188 7，188 

長 等

議 員
前年度

その他 16 7，105 7，105 7，105 

16 7，105 7，105 7，105 

長 等

議 員
比 較

その他 。 83 83 83 

計 。 83 83 83 

2 一 般職

( 1 ) 総括 (単位人・千円)

給 与 費
区 分 職 員 数 共 済 費 ぷ口〉、 計 備 考

報 酬 給 料 職員手当 計

本年度 16 54，079 31， 559 85，638 17，782 103，420 

前年度 16 50. 716 28. 783 79.499 15. 763 95.262 

比 較 。 3， 363 2， 776 6， 139 2，019 8，158 

(本会計における計上職員数は 16人及び 1人 (9月)である。)

職 区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特 殊 時間外

宿日直手当
勤 務手 当 勤務手当

員 本年度 1，445 1，437 1，873 100 4，800 

手 前年度 1，284 486 1，294 100 4，800 

上ヒ 較 161 951 579 。 。
当

区 分
管理職員特

管理職手当 期末手当 勤 勉手 当
義務教育等

退 職手 当 その他手当
。コ 別勤務手当 教員特別手当

内 本年度 1. 088 12.428 8. 388 

前年度 1，080 12，045 7，694 
訳

比 較 8 383 694 
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( 2) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給料 3，363 給与改定に 157 

伴う増減分

昇給に伴う 1， 080 

増加分

その他の 2， 126 職員数の変動に伴 う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 192 

その他の増減分 1，934 

職員 2， 776 制度改正に 513 給与改定に伴う増減分 513 

手当 伴う増減分 期末手当 34 

勤勉手当 479 

昇給に伴う 411 昇給に伴う増加分 411 

増加分 管理職手当 8 

期末手当 238 

勤勉手当 165 

そ の 他 の 1，852 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 2， 170 

扶養手当 270 

住居手当 636 

通勤手当 1， 140 

期末手当 98 

勤勉手当 26 

その他の増減分 ム 318

扶養手当 ム 109

住居手当 315 

通勤手当 ム 561

期末手当 13 

勤勉手当 24 

国民健康保険特別会計(給与費明細書)
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員 1人当たり給与 (単位円・歳月)

区 分 両党 行 政 I故 技 能 労 務 可能

半均給料月額 269，958 

平成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 298，645 

平 均 年 齢 36. 04 

平均給料月額 247，558 

平成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 268， 714 

平 均 年 齢 34. 09 

イ初任給 (単位円)

国 の 市IJ 度
区 分 一 般行政職 技 能 労 務 職

一 般行政職 技能労務職

高 校 卒 147， 100 144，500 147， 100 
128，900 

大 λf =. 卒 179，200 179，200 
159，900 

ウ 級別職員数 (単位人・%)

技 能 労 務 耳哉
一 自支 イltー 政 月哉

区 分 単 来世 労 務 月哉 車合 食 労 務 職

級 職員 数 構成比 中及 職員数 構成比 庁及 職員数 構成比

1 級 4 33. 3 1 庁長 1 級

2 級 3 25.0 2 級 2 級

3 級 2 16. 7 3 級 3 級

4 級 2 16. 7 4 級 4 級

平 成 3 0年 2月 1 日
5 級 8. 3 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 12 100. 0 
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1 級 5 41. 6 1 級 1 級

2 級 2 16. 7 2 級 2 級

3 級 2 16.7 3 級 3 級

4 級 2 16. 7 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 8. 3 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 12 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区分

一般行 政職

エ昇給 (単位人・%)

分 l口x 計
代 表 的 な 耳哉 種

区
一般行 政職 技能労務職

1故 貝 数 (A) 16 12 

本 昇 給 に 係る職員数 (8) 16 12 

2 号給

年 4 号給 16 12 
号 給 数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キ'""トモユ (8) / (A) 100.0 100. 0 

職 員 数 (A) 16 12 

円IJ 昇給 に 係る職員数 (8) 16 12 

2 号給

年 4 号給 16 12 
号 給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キ?司ふーユ (8) / (A) 100. 0 100. 0 

国民健康保険特別会計 (給与費明細書) -177-
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平成 30年度

今治市後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療特別会計





議会第 2回議案第26号

平成 30年度今治市後期高齢者医療特別会計予算

平成 30年度今治市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2，251，000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。

(一時借入金)

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 235条の 3第 2項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、 300，000千円と定める。

平成30年 3月 1日提出

今治市長 菅 良 一

後期高齢者医療特別会計 -179-



第 1 表歳入歳出予算 歳入 ( liI.位千円)

款 宅li ノ立~ 吉良

l後期山j齢1fi医療保険料 1 ，4oO， 11 fi 

1後JVJI:':jr，給行-医療保険料 1，4()u， 11b 

2使用料及び手数料 201 

1手数料 201 

3 い~I) ， H支出金 1，655 

1国庫補助金 1，655 

4繰入金 71~ ， ~4S 

1一般会II十繰入金 7El，945 

5繰越金 50，000 

1繰越 金 50，000 

6諸収入 19，083 

l延滞金加算金及び過料

2預金利子

3受託事業収入 15，881 

4償還金及び還付加算金 3，200 

歳 入 ぷ口〉、 計 2，251， 000 
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歳出 (単位千円)

款 項 金 容貢

1総務費 55，094 

1総務管理費 49.935 

2徴収費 5，159 

2広域連合納付金 2，191 ，606 

1広域連合納付金 2，191，606 

3公債費 100 

1公債 費 100 

4諸支出金 3，200 

1償還金及び還付加算金 3.200 

5予 備費 1.000 

1予備 費 1，000 

歳 出 l口k 計 2，251， 000 

後期高齢者医療特別会計歳出 一181-
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歳入歳出 予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 車交

1 後期高齢者医療保険料 1， 460，116 1，402，305 57，811 

2 使用料及び手数料 201 201 。
3 国庫支出金 1.655 。 1.655 

4 繰入金 719.945 699，673 20，272 

5繰越金 50.000 50，000 。
6 諸収入 19，083 14，821 4.262 

歳 入合計 2，251，000 2，167，000 84，000 

後期高齢者医療特別会計総括(歳入) -183-



(歳出)

j女 イメイド度予l7許~1 liij {r:度予17:似 上ヒ 較

1総務質 55 ， 0~4 46，107 8 ， ~87 

2広域迎合納付合 2. Hl1 ，606 ~， 116. ~~~~ 75，01:1 

3公 u'l ri 100 100 。
4諸支出金 3，200 3，200 。
5予備費 1，000 1，000 。

歳 出合計 2，251，000 2，167，000 84，000 

-184- 後期高齢者医療特別会計総括(歳出)



(単位千円)

本 年 度 予 算 容貢 の 目オ 源 内 訳

特 定 日オ 源

国庫支出金 県支出金 地方 債 その他
一 般財源

1，655 。 。 16，082 37.357 

。 。 。 。 2，191，606 

。 。 。 。 100 

。 。 。 O 3.200 

。 。 。 。 1，000 

1，655 。 。 16，082 2，233，263 

-185-



2 歳入

款 項 円 本年度 前年度 比 較

後J ~J I:':j的行医療保険料 1，460， 116 1.402.305 57，811 

後期高齢者医療保険料 1，460， 116 1，402，305 57，811 

特別徴収保険料 902，469 866， 703 35，766 

2 ??辺徴収保険料 557，647 535，602 22.045 

2 使用料及び手数料 201 201 。
手数料 201 201 。

証明手数料 。

2 督促手数料 200 200 。
3 国庫支出金 1，655 。 1，655 

国庫補助金 1，655 。 1，655 

総務質問庫補助金 1，655 。 1，655 

4 繰 入金 719，945 699，673 20，272 

一般会計繰入金 719，945 699，673 20，272 

事務費繰入金 102，439 88，872 13，567 

2 保険基盤安定繰入金 617，506 610，801 6，705 

5 繰越金 50，000 50，000 。
総 A基金 50.000 50，000 。
繰越金 50，000 50，000 。

6 諸 収 入 19，083 14，821 4，262 

延滞金加l?:金及び過料 。
延滞金 。

2 預金利子 。
預金利子 。

3 受託事業収入 15，881 11，619 4，262 

受託事業収入 15，881 11，619 4，262 

4 償還金及び送付加t?:金 3，200 3，200 。
保険料還付金 3，000 3，000 。

2 還付加算金 200 200 。

歳 入 l口h、 計 2，251，000 2，167，000 84，000 
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(単位千円)

節
説 明

区 分 金 客員

1現年度分 902，469 後期高齢者医療保険料(現年課税分)

1現年度分 551，647 後期高齢者医療保険料(現年課税分)

2滞納繰越分 6，000 後期高齢者医療保険料(滞納繰越分)

1納付証明手 諸証明手数料

数料

1督促手数料 200 後期高齢者医療保険料督促手数料

1一般管理費 1，655 後期高齢者医療制度円滑運営事業費 (10/10)

1事務費繰入 102，439 一般会計繰入金

金

1保険基盤安 617，506 一般会計繰入金(保険基盤安定事業費)

定繰入金

1繰越金 50，000 繰越金

1延 滞金 滞納後期高齢者医療保険料延滞金

1預金利子 預金利子

1健康診査費 15，881 健康診査料

1保険料還付 3，000 保険料還付金(過年度分)

金

1還付加算金 200 還付加算金
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3 歳出

劫.rf! l . ~ 本"j: }支 l泊年 j変 比 車交
本年度の財源|付沢

特ílJ~~ 訪日 ー-般財初日

総務 ï~ 55，094 46， 107 8，987 17，737 37，357 

総務管理Y-!i 49，935 41，062 8，873 17， 737 32， 198 

一般管理費 49，935 41，062 8，873 17， 737 32， 198 

(内訳)

IlslJ市支出金

1，655 

手数料

201 

諸収入

15，881 

2 徴収 資 5， 159 5，045 114 。 5， 159 

徴収費 5， 159 5，045 114 。 5， 159 
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(単位千円)

節

区 分 金 額
説 明 目 の説明

2給 ネヰ 7，847 一般職給 2人 職員給与費

3職員手当等 4，962 扶養手当 180 15.519 

通勤手当 101 後期高齢者医療運営事務費

時間外勤務手当 1.500 18.535 

一般職期末手当 1.825 健康診査費

勤勉手当 1.236 15.8811 

児童手当 120 

4共済費 2， 777 一般職共済組合負担金 2，710 

社会保険料(賃金) 67 

7賃 金 391 一般賃金

臨時事務員給

11需用費 557 消耗品費 462 

印刷製本費 45 

備品修繕料 50 

12役務費 5，080 通信運搬費 3.640 

手数料 1.440 

13委託料 9，068 その他委託料 24 

職員健康診断委託料

電子計算業務委託料 9.044 

後期高齢者医療業務電子計算処理委託料

14使用料及び 151 会場賃借料 111 

賃借料 複写機使用料 40 

18備品購入費 3，901 事務用器具

19負担金補助 15，201 負担金

及び交付金 職員健康診断共済組合 12 

健康診査費 15. 189 

3職員手当等 800 時間外勤務手当 保険料徴収費

11需 用 費 250 消耗品費 100 4，359 

印刷製本費 100 職員給与費

備品修繕料 50 800 

12役務費 3，675 通信運搬費 3，150 

手数料 525 

13委託料 434 その他委託料 393 

コンビニ収納代行業務委託料

電子計算業務委託料 41 
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款~民 ド| 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特淀川説;i 一般H~'泌i

2 広域連合納付金 2，191，606 2，116，593 75，013 。2，191，606 

広域連合納付金 2，191，606 2，116，593 75，013 。2，191，606 

広域辿合納付金 2，191，606 2， 116.593 75.013 。2，191，606 

3 公的 r~ 100 100 。 。 100 

公債費 100 100 。 。 100 

利 子 100 100 。 。 100 

4 諸支出金 3，200 3，200 。 。 3，200 

償還金及び還付加算 3，200 3，200 。 。 3，200 

金

後期高齢者医療保 3，000 3，000 。 。 3，000 

険料還付金

2 後期高齢者医療保 200 200 。 。 200 

険料還付加算金

5 予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

予 備費 1.000 1.000 。 。 1，000 

予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

歳出合計 2，251，000 2，167，000 84，000 17，737 2，233，263 
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(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 金 額

滞納整理システム委託料

19負担金補助 2，191，606 負担金 広域連合納付金

及び交付金 後期高齢者医療広域連合 2，191， 606 

23償還金利子 100 一時借入金利子 公債費

及び割引料 100 

23償還金利子 3，000 過誤納還付金(過年度分) 過誤納保険料還付金

及び割引料 3，000 

23償還金利子 200 還付加算金 保険料還付加算金

及び割引料 200 
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車合 lj・ l
 

u
uノ 組!

b

・s.-a
4
5
 
•. 

般職

( 1 )総指 ( 1削立 人 ・千円)

*、ゐ11 jj・ 1そ
区 分 市占 員 数 共 済 費 d口h、 言十 備 考

報 酬 給 来十 職 員手当

本年度 2 7， 817 5，642 13，489 2，710 16，199 

前年度 2 7，955 5，749 13， 704 2，621 16，325 

比 較 。 ム 108 ム 107 ム 215 89 ム 126

職 区 分 扶養手当 地域 手当 住居手当 通勤 手当
特 殊 時 間 外

宿日直手当
勤務手 当 勤務手 当

員 本年度 180 101 2，300 

手 前年度 312 75 2， 300 

比 較 ム 132 26 。
当

区 分
管理職員特

管理職手当 期末 手当 勤勉手当
義務教育等

退職手 当 その他手当
の 別勤務 手当 教員特別手当

内 本年度 1，825 1， 236 

前年度 1，878 1， 184 
訳

比 昔恥、~ ム 53 52 
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( 2) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説 明 備 考

給料 ム 108 給与改定に 14 

伴う増減分

昇給に伴う 120 

増加分

その他の ム 242 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 ム 310

その他の増減分 68 

職員 ム 107 制度改正に 73 給与改定に伴う増減分 73 

手当 伴う増減分 期末手当 3 

勤勉手当 70 

昇給に伴う 46 昇給に伴う増加分 46 

増加分 期末手当 27 

勤勉手当 19 

その他の ム 226 職員数の変動に伴う増減分

増減分 人事異動に伴う増減分 ム 375

扶養手当 ム 234

通勤手当 26 

期末手当 ム 121

勤勉手当 ム 46

その他の増減分 149 

扶養手当 102 

期末手当 38 

勤勉手当 9 

後期高齢者医療特別会計(給与費明細書)
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員 1人当た り給与 (単位円・歳月)

区 分 一 fil支 行ー 政 I哉 技 能 ヲ7 務 再哉

平均給 料月頼 326，950 

平成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給 与月額 338，650 

ヰZ 均 年 齢 41. 11 

平均給料月額 325，600 

平成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 341，950 

平 均 年 齢 40. 09 

イ初任給 (単位円)

国 の 市IJ j支
区 分 一 般行政職 技能労務職

一 般行政職 技能労務職

両 校 卒 147， 100 144， 500 147， 100 
128，900 

大 r.;竺r壬. 卒 179，200 179，200 
159， 900 

ウ 級別職員数 (単位人・%)

技 能 労 務 耳哉
同支 行 政 月能

区 分 単 主主 労 務 月哉 車合 食 労 務 可能

級 職員数 構成比 級 職員数 構 成 比 級 職員数 構成比

1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 50. 0 3 級 3 級

4 級 50.0 4 級 4 級

平 成 3 0年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 2 100.0 

-194- 後期高齢者医療特別会計 (給与費明細書)



1 級 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 50.0 3 級 3 級

4 級 50. 0 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 5 級

現 在

6 級

7 級

8 級

計 2 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区分

一 般行政職

エ昇給 (単位人・%)

区 分 l口b、 計
代 表 的 な I能 種

一 般行政職 技能労務職

耳議 員 数 (A) 2 2 

本 昇給に係る職員数 (8) 2 2 

2 号給

年 4 号給 2 2 
号 給 数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 竿ーふーニ (8) / (A) 100.。 100.0 

職 員 数 (A) 2 2 

円リ 昇 給 に 係る職員数 (8) 2 2 

2 号給

年 4 号給 2 2 
号 給 数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 呼一+ーユ (8) / (A) 100. 0 100. 0 

tt-
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平成 30年度

今治市介護保険特別会計

介護保険特別会計





議会第 2回議案第27号

平成 30年度今治市介護保険特別会計予算

平成 30年度今治市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 18，484，000千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表 歳入歳出予算Jに

よる。

(一時借入金)

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 235条の 3第 2項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、 800，000千円と定める口

平成30年 3月 1日 提出

今治市長 菅 良 一

介護保険特別会計
-197-



第 1 表歳入歳出予算 歳入 ( ip.位千円)

「 汝
i--

l保険料 三
え_¥J入1. 451iiJ 

1::↓ 
一

3 ， 73~ ， 8 00 
一

2使用料及び手数料 221 
一

1手 数料 221 

~~ I kl)lj(支出金 4，440，44: 
1-- 一

1国庫負担金 3，055，675 

2国庫補助金 1，jR4，76R 
』ーーー

4支払人L金交付金 4，717， 90~~ 
一

1支払基金交付金 4，717，903 
一

5県支出金 2.568.839 
』ー 一

1県負担金 2，445，531 
一

123，308 
一

6財産収入 600 
1--

1財産運用収入 600 

7繰入金 2，602，998 

1他会計繰入金. 2，602，998 
一

8繰越金 406，342 
一

1繰越金 406，342 
一9諸収入 10，854 

1延滞金及び過料2 語見とこ会11)1壬iιl.lんヱ耳、、.J).I二:!'r-r 一一
100 I 

-1 

3受I託'H業収入

」ーー
I 4雑入

一一
10，7521 

歳 入 ぷ口〉、 ロ十 18，484，000 
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歳出 (単位千円)

款 項 金 客員

1総務費 301，833 

1総務管理費 176，841 

2徴収 費 14，867 

3介護認定審査会費 110，125 

2保険給付費 16，926，900 

1介護サービス等諸費 15，900，000 

2その他諸費 20.900 

3高額介護サービス等費 440，000 I 

4特定入所者介護サービス等費 566，000 

3地域支援事業費 866.966 

1介護予防・生活支援サービス事 511，335 

業費

2一般介護予防事業費 61，558 

3包括的支援事業費 231，520 

4任意事業費 60，287 

5その他諸費 2.266 

4基金積立金 382，600 

1基金積立金 382，600 

5公債費 1，000 

1公債 費 1，000 

6諸支出金 3.701 

1償還金及び還付加算金 3.701 

7予備費 1，000 

1予 備 費 1.000 

歳 出 」口会、 計 18，484，000 

介護保険特別会計歳出 -199-





歳入歳出予算事項別明細書
1 総括(歳入) (単位千円)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 車交

1保険料 3，735，800 3，505.800 230.000 

2 使用料及び手数料 221 221 。
3 国庫支出金 4，440，443 4，560.531 ム120，088

4 支払基金交付金 4，717，903 5，017.567 ム299，664

5 県支出金 2.568.839 2，648.470 ム79，631

6 財産収入 600 616 ム16

7 繰入金 2，602，998 2，841，732 ム238，734

8 繰越金 406，342 406，341 

9 諸収入 10，854 11， 062 ム208

歳 入合計 18，484，000 18，586.000 ム102.000

介護保険特別会計総括(歳入)



(歳出)

j女 本年度予算似 ，iij{I:H't t，1?:似 比 車交

1 総務 t~ 301，833 321，087 ム19，254

2保険給付t1 16 ， ~26 ， ~00 17，:>22，800 ム5~5 ， ~)QO 

3 地域支媛 'H~t~ 866，966 735，79G 131 ，170 

4基金積立金 382.600 616 381， 984 

5公債費 1.000 1，000 。
6 I渚支出金 3，701 3，701 O 

7予備費 1，000 1，000 O 

歳出 合計 18，484，000 18，586，000 ム102.000
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(単位千円)

本 年 度 予 算 審員 の 目オ 源 内 訳

特 定 日オ 源
一 般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 そのイ也

。 。 。 668 301，165 

4，184，688 2，445，531 。 4，570，335 5.726.346 

255，754 123，308 。 157，974 329.930 

。 。 。 600 382，000 

。 。 。 。 1，000 

O 。 。 。 3，701 

。 。 。 。 1. 000 I 

4.440.442 2，568，839 。 4，729，577 6，745，142 
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2 歳 入

，汝 工員 1-1 本年度 前年度 比 車交

保険料 3，735，800 3，505，800 230，000 

介護保険料 3，735，800 3，505，800 230，000 

第 1号被保険者保険料 3，735，800 3，505，800 230，000 

2 使用料及び手数料 221 221 。
手数料 221 221 。

総務手数料 。
2 督促手数料 220 220 。

3 国庫支出金 4，440，443 4，560，531 ム120，088

国庫負担金 3，055，675 3，156，940 ム101，265

介護給付費負担金 3，055，675 3，156，940 ム101，265

2 国庫補助金 1，384，768 1，403，591 ム18，823

調整交付金 1，165，493 1，197，377 ム31，884

2 地域支援事業費交付金 219，275 201，214 18，061 

O 運営事務費補助金 。 5，000 ム5，000

4 支払基金交付金 4，717，903 5，017，567 ム299，664

支払Jt~金交付金 4，717，903 5，017，567 ム299，664

介護給付費交付金 4，570，234 4，906，355 ム336，121 

2 地域支援事業費交付金 147，669 111，212 36，457 

5 以支出金 2，568，839 2，648，470 ム79，631

県負担金 2，445，531 2，537，936 ム92，405

介護給付費負担金 2，445，531 2，537，936 ム92，405

2 山幸ili助金 123.308 110，534 12.774 

地域支援事業費交付金 123，308 110，534 12，774 

6 Hオ住収入 600 616 ム16

財産運用収入 600 616 ム16

利子及び配当金 600 616 ム16

7 繰入金 2.602.998 2，841，732 ム238，734

他会計繰入金 2，602，998 2，668，475 ム65，477

一般会計繰入金 2，602，998 2，668，475 ム65，477

O 基金繰入金 。 173，257 ム173，257

O 介護給付費準備基金繰入金 。 173，257 ム173，257

8 繰越金 406，342 406，341 

繰越金 406，342 406，341 
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(単位千円)

節
説

区 分 主八 客員
明

1現年度分 3，726，000 第 1号被保険者保険料(特別徴収) 3，517，000 

第 1号被保険者保険料(普通徴収) 209，000 

2滞納繰越分 9，800 滞納繰越分

1一般管理 諸証明手数料

1賦課徴収 220 保険料督促手数料

1現年度分 3，055，674 介護給付費

2過年度分 介護給付費(過年度分)

1現年度分 1，165，493 介護給付費 1，129，014 

介護予防・日常生活支援総合事業費 36.479 

1現年度分 219，275 介護予防・日常生活支援総合事業費 109.385 

包括的支援等事業費 109，890 

l現年度分 4，570，234 介護給付費

1現年度分 147，669 介護予防・日常生活支援総合事業費

1現年度分 2，445，531 介護給付費

1現年度分 123，308 介護予防・日常生活支援総合事業費 68.366 

包括的支援等事業費 54，942 

1利 子 600 介護給付費準備基金預金利子

1一般会計繰 2，602，998 一般会計繰入金 2.564.599 

入金 一般会計繰入金(介護保険料軽減強化事業) 38，399 

J 
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3攻 項 1-1 本 年 度 前年度 比 較

総 A週金 406.342 406，341 

9 諸収入 10，854 11，062 ム208

延滞金及び過料 100 100 。
第 11J-被保険11延滞金 100 100 。

2 預金利子 。
子氏金利子 。

3 受託事業収入 。
受託事業収入 。

4 雑 入 10，752 10，960 ム208

第三者納付金 100 100 。
2 返納金 。
3 雑 入 10，651 10，859 ム208

歳 入 メ口〉、 計 18，484，000 18，586，000 ム102，000
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(単位千円)

節
説 明

区 分 金 額

1繰越金 406，342 繰 越金

1第 1号被保 100 滞納保険料延滞金

険者延滞金

1預金利子 預金利子

1介護認定審 介護認定調査料

査会費

1第三者納付 100 第二者納付金

/主¥ 

1返納金 返納金

1一般管理費 346 資料複写料

2介護予防・ 3，944 介護予防配食サービス事業利用料

生活支援サ

ービス事業

費

3任意事業費 6，361 配食サービス事業利用料 6.326 

成年被後見人等納付金 35 
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3 歳出

款項 l-l 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

総務 ï~ 301.833 321，087 ム19，254 668 301， 165 

総務管理資 176，841 194， 725 ム17，884 346 176，495 

ー一般管理費 176，841 194， 725 ム17，884 346 176，495 

(内訳)

，lli収入

346 
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(単位千円)

節

区 分 ノ車¥ 額
言見 明 目 の説明

1報 酬 22， 141 認定調査員 (10人) 21，504 職員給与費

介護保険事業運営協議会委員 (15人) 637 104，963 

2給 米ヰ 53，414 一般職給 1 6人 保険料賦課事務費

3職員手当等 32，007 扶養手当 2，268 948 

住居手当 738 介護保険運営事務費

通勤手当 429 68，530 

時間外勤務手当 4，500 趣旨普及費

管理職手当 1， 739 2，400 

一般職期末手当 12，724 

勤勉手当 8，469 

児童手当 1，140 

4共済費 23，791 一般職共済組合負担金 19，542 

社会保険料(報酬) 3，284 

社会保険料(賃金) 965 

7賃 ノ主¥ 5，470 一般賃金

臨時事務員給

8報償責 25 委員謝礼金

9旅 費 116 費用弁償 16 

普通旅費 100 

11需 用費 3，364 消耗品費 1， 146 

食糧費 18 

印刷製本費 2，200 

12役 務費 1，995 通信運搬費 1，200 

手数料 795 

13委 託料 33，810 その他委託料 334 

職員健康診断委託料

電子計算業務委託料 33，476 

介護保険システム委託料 33，281 

介護保険指定事業者管理システム委託料 195 

14使用料及び 100 複写機使用料

賃借料

19負担金補助 601 負担金 501 

及び交付金 諸会出席 359 

職員健康診断共済組合 142 

交付金 100 

今治圏域介護支援専門員連絡協議会

27公課費 7自動車重量税
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款項 日 本年度 前年度 比 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

2 徴収 ï~ 14，867 14，790 77 321 14，546 

賦課徴収資 14，867 14， 790 77 321 14，546 

(内訳)

手数料

221 

諸収入

100 

3 介護認定審査会費 110， 125 111，572 ム1，447 110，124 

介護認定審査会費 110， 125 111，572 ム1，447 110，124 

(内訳)

諸収入

2 保険給付費 16，926，900 17，522，800 ム595，900 11，200，554 5，726，346 

介護サービス等諸費 15，900，000 16，367，000 ム467，000 10，521，062 5，378，938 

介護サービス等諸 15，900，000 16，367，000 ム467，000 10，521，062 5，378，938 

費

(内訳)
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(単位千円)

節

区 分 金 額
説 明 目 の説明

3職員手当等 800 時間外勤務手当 保険料賦課費

9旅 費 25 普通旅費 9，102 

11需用費 819 消耗品費 629 保険料徴収費

燃料費 15 4，965 

印刷製本費 175 職員給与費

12役務費 7，209 通信運搬費 7，009 800 

手数料 200 

13委託料 6，014 その他委託料 610 

コンビニ収納代行業務委託料

電子計算業務委託料 5，404 

介護保険料計算システム委託料 3，789 

介護保険料収納システム委託料 1 ，615 

1報 酬 17，760 介護認定審査会委員 (80人) 介護認定審査会運営費

3職員手当等 5，000 時間外勤務手当 22，663 

9旅 費 498 費用弁償 415 介護認定調査費

普通旅費 83 82，462 

11需 用資 2，370 消耗品費 1，200 職員給与費

燃料費 350 5，000 

印刷製本費 20 

備品修繕料 800 

12役 務費 65，735 通信運搬費 4，450 

手数料 61， 047 

自動車損害保険料 238 

13委 託料 17，000 その他委託料

認定調査委託料

14使用料及び 1，742 複写機使用料 1，600 

賃借料 会場賃借料 82 

有料道路通行料 10 

駐車場使用料 50 

27公課費 20 自動車重量税

19負担金補助 15，900，000 居宅介護サービス費 6，863，000 介護サービス等諸費

及び交付金 地域密着型介護サービス費 3，478，000 15，900，000 
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款項 H 本年度 前 年 度 上ヒ 車交
本年度の財源内訳

特定財源 一般財溺i

l五IJilI.支出金

3，935，902 

以支出金

2，292，087 

諸収入

100 

交付金

4，292，973 

2 その他諸費 20，900 20，800 100 13，829 7，071 

審査支払手数料 20，900 20，800 100 13，829 7，071 

(内訳)

国庫支出金

5，574 

県支出金

2，612 

交付金

5，643 

3 高額介護サービス等 440，000 482，000 ム42，000 291， 145 148，855 

費

1115傾介護サービス 440，000 482，000 ム42.000 291.145 148，855 

等費

(内l沢)

国庫支出金

117，346 

県支出金

54，999 

諸収入

交付金

118，799 

4 特定入所者介護サー 566，000 653，000 ム87，000 374，518 191，482 

ビス等費

特定入所者介護サ 566，000 653，000 ム87，000 374，518 191，482 

ービス等費

(内訳)

国庫支出金

125，866 

県支出金

95，833 
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(単位千円)

節
目覚 明 の説明

分 主r、¥ 客員
目

区

施設介護サービス費 5，559，000 

12役務 費 20，900 手数料 審査支払手数料

20，900 

19負担金補助 440，000 高額介護サービス等費 373，000 高額介護サービス等費

及び交付金 高額医療合算介護サービス等費 67，000 440，000 

19負担金補助 566，000 特定入所者介護サービス等費 特定入所者介護サービス等

及び交付金 費

566，000 

-213-



款項 円 本年度 前年度 比 較
本年度の財源、内訳

特定財源 一般財源

交付金

152，819 

3 地域支援事業費 866，966 735， 796 131， 170 537，036 329，930 

介必予防・ 生活支援 511，335 350，942 160，393 323，618 187， 717 

サービス事業費

介護予防 ・生活支 511， 335 350，942 160，393 323，618 187，717 

援サービス'H丸三代
(内訳)

国庫支出金

128，845 

県支出金

60，389 

諸収入

3，944 

交付金

130，440 

2 一般介護予防事業費 61，558 64， 159 ム2，601 40， 727 20，831 

一般介必予防'作業 61，558 64. 159 ム2，601 40， 727 20，831 

費

(内i沢)

国庫支出金

16，415 

以支出金

7，694 

交付金

16，618 

3 包括的支援事業費 231，520 260， 792 ム29.272 133，697 97，823 

包括的支援事業費 231，520 260，792 ム29，272 133，697 97，823 
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(単位千円)

節
説 明 日 の説明

区 分 金 額

2給 米ヰ 11，890 一般職給 3人 介護予防・生活支援サービ

3職員手当等 8， 197 扶養手当 816 ス事業費

住居手当 516 487，056 

通勤手当 1，490 職員給与費

時間外勤務手当 500 24，279 

一般職期末手当 2，882 

勤勉手当 1，873 

児童手当 120 

4共済費 4， 192 一般職共済組合負担金

13委託料 64，536 その他委託料

配食サービス事業委託料 8，200 

介護予防ケアマネジメント業務委託料 56，336 

19負担金補助 422，520 介護予防・ 生活支援サービス費 421，691 

及び交付金 高額介護予防・生活支援サービス費 437 

高額医療介護予防・生活支援サービス費 392 

8報償費 2，605 謝礼金 介護予防普及啓発事業費

11需 用費 220 消耗品費 39，344 

12役務費 35 通信運搬費 地域介護予防活動支援事業

13委託料 58，311 その他委託料 費

介護予防事業委託料 40，257 19，829 

生活習慣改善委託料 16，754 地域リハピ リテーション活

介護支援ボランティア事業委託料 1，300 動支援事業費

14使用料及び 54 会場賃借料 2，385 

賃借料

18備品購入費 33 事務用器具

19負担金補助 300 交付金

及び交付金 介護支援ボランティア事業費

1報 酬 302 地域包括支援センター運営協議会委員 (15 
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款項目 イメ 千1: J支 前 年 ! 支 比 車交
本年度の財源内訳

特;ι!lオ法試 一般財源

(1人j訳)

II ~ I J ， l ，~支山金

89，132 

県支出金

44，565 

4 任意事業費 60，287 58， 103 2， 184 37，496 22， 791 

任意事業費 60，287 58， 103 2， 184 37，496 22， 791 

(内訳)

国庫支出金

20， 758 
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(単位千円)

節
説 明 目 の説明

区 分 ノ宣¥ 客員

人) 包括的支援事業費

2給 料 23，436 一般職給 6人 155，971 

3職員手当等 12，284 扶養手当 480 職員給与費

通勤手当 756 41，469 

時間外勤務手当 1，800 認知症地域支援・ケア向上

一般職期末手当 5，436 事業費

勤勉手当 3，692 144 

児童手当 120 生活支援体制整備事業費

4共済費 7，829 一般職共済組合負担金 7，549 32，000 

社会保険料(賃金) 280 在宅医療・介護連携推進事

7賃 金 1，563 一般賃金 業費

臨時事務員給 683 

8報 償費 1，883 謝礼金 認知症初期集中支援推進事

9旅 費 187 費用弁償 4 業費

普通旅費 183 1，253 

11需用費 2，047 消耗品費 463 

燃料費 131 

食糧費 7 

印刷製本費 1，150 

備品修繕料 296 

12役務費 201 通信運搬費 75 

自動車損害保険料 126 

]3委託料 181，260 その他委託料 179，445 

包括的支援事業委託料 11，260 

地域包括支援センター委託料 136，170 

生活支援体制整備事業委託料 32，000 

交通整理業務委託料 15 

電子計算業務委託料 1，815 

包括支援システム委託料

]4使用料及び 410 複写機使用料 150 

賃借料 有料道路通行料 200 

会場賃借料 60 

]9負担金補助 118 負担金

及び交付金 諸会出席

1報 酬 6，416 給付適正化担当職員 (3人) 介護給付費適正化事業費

4共済費 1，067 社会保険料(報酬) 12，861 

11需用費 418 消耗品費 家族介護支援事業費

12役務費 4，016 通信運搬費 2，036 29，990 
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款再rl 本年度 前 年 度 比 較
本年度の財源、内訳

日
特定財源 一般財源、

w-支出金

10，377 

，iti収入

6，361 

5 その他諸費 2，266 1，800 466 1，498 768 

審査支払手数料 2，266 1，800 466 1，498 768 

(内訳)

1}IJ ， l~支出金

604 

県支出金

283 

交付金

611 

4 基金積立金 382，600 616 381，984 600 382，000 

jえ金私立金 382，600 616 381，984 600 382，000 

基金積立金 382，600 616 381，984 600 382，000 

(内訳)

財産収入

600 

5 公債費 1，000 1，000 。 。 1，000 

公債費 1，000 1，000 。 。 1，000 

利 子 1，000 1，000 。 。 1，000 
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(単位千円)

節
言見 明 目 の説明

区 分 金 客員

手数料 1，980 成年後見制度利用支援事業

13委託料 20，740 その他委託料 18，790 費

家族介護教室委託料 3，090 2，408 

家族介護者交流事業委託料 1，600 住宅改修支援事業費

配食サービス事業委託料 13，100 550 

福祉電話等安否確認事業委託料 1，000 地域自立支援事業費

電子計算業務委託料 1，950 14，100 

介護給付費適正化事業電算委託料 認知症サポータ一等養成事

14使用料及び 100 複写機使用料 業費

賃借料 378 

19負担金補助 650 補助金 100 

及び交付金 俳f回高齢者位置情報探索サービス利用費

交付金 550 

介護支援専門員等支援費

20扶 助費 26，880 介護用品 24，000 

在宅高齢者介護激励金 800 

家族介護慰労金 400 

成年後見人等報酬助成費 1，680 

12役務 費 2，266 手数料 審査支払手数料

2，266 

25積 立 金 382，600 介護給付費準備基金積立金 介護給付費準備基金賀

382，600 

23償還金利子 1，000 一時借入金利子 一時借入金利子

及び割引料 1，000 
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款項 口 本年度 前年度 比 較
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源

6 ，id支出金 3，701 3， 701 。 。 3， 701 

償還金及び還付加算 3， 701 3， 701 。 。 3， 701 

金

介l活保険料巡付金 3，500 3，500 。 。 3，500 

2 介I護保険料泣付加 200 200 。 。 200 

算金

3 償還金 。 。

7 予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

予備費 1，000 1，000 。 。 1，000 

予備費 1.000 1，000 。 。 1，000 

歳出合計 18，484，000 18，586，000 ム102，000 11，738，858 6，745，142 
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(単位千円 )

節
説 明 目の説明

区 分 金 額

23償還金利子 3，500 過誤納還付金(過年度分) 過誤納保険料還付金

及び割引料 3，500 

23償還金利子 200 還付加算金 過誤納保険料還付加算金

及び割引料 200 

23償還金利子 1国庫負担金等精算返納金(過年度分) 国庫支出金等精算返納金

及び割引料
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給 与 費
市
-
E
E

，

H
ク ~Ul 寸主

1...1 

特 別職 (単位人・千円)

車合 与 R 
合前区 fノヨ¥ 職 員 数 済 費 ぷIコ〉、 百十
多J 

幸民 酬 *ふn 料 職 員手当

長 等

議 員 一
本年度

その他 123 46，619 46，619 46，619 

123 46，619 46，619 46，619 

長 4可叫=ー

議 員
前年度

その他 123 47，510 47，510 47， 510 

言十 123 47，510 47，510 47， 510 

長 等

正義 員
比較

その他 。 ム 891 ム 891 ム 891

計 。 ム 891 ム 891 ム 891

2 一 般 職

( 1 ) 総括 (単位人・千円)

給 与 費
区 分 職 員 数 共 済 費 ぷ口b、 計 備 考

報 酬 給 料 職 員手 当 言十

本年度 25 88，740 56，908 145，648 31，283 176，931 

前年度 28 105.032 62.922 167.954 34.215 202. 169 

比 較 ム 3 ム 16，292 ム 6，014 ム 22，306 ム 2，932 ム 25，238

職 区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤 手当
特 殊 時 間 外

宿日直手当
勤務 手当 勤務 手当

員 本年度 3，564 1，254 2，675 12，600 

手 前年度 3，222 1，860 3，593 12，600 

比 較 342 ム 606 ム 918 。
当

区 分
管理 職 員 特

管理 職手 当 期末手当 勤勉手当
義務教育等

退職手当 その他手当
の 別勤務手当 教員特別手当

内 本年 度 1. 739 21，042 14，034 

前年度 1， 367 24，628 15，652 
訳

比 較 372 ム 3，586 ム 1，618
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( 2 ) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位千円)

区分 増 減 額 増減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給料 ム 16，292 給与改定に 175 

伴う増減分

昇給に伴う 1，382 

増加分

その 他 の ム 17，849 職員数の変動に伴う増減分ム 13，468

増減分 人事異動に伴う 増減分 ム 1，375

その他の増減分 ム 3，006

職員 ム 6，014 制度改正に 832 給与改定に伴う増減分 832 

手当 伴う増減分 期末手当 39 

勤勉手当 793 

昇給に伴う 543 昇給に伴う増加分 543 

増加分 管理職手当 13 

期末手当 313 

勤勉手当 217 

その他の ム 7，389 職員数の変動に伴う増減分 ム 6，565 

増減分 扶養手当 ム 156

通勤手当 ム 1，307

期末手当 ム 3，098

勤勉手当 ム 2，004

人事異動に伴う増減分 ム 714

扶養手当 432 

住居手当 ム 606

通勤手当 ム 82

期末手当 ム 240

勤勉手当 ム 218

その他の増減分 ム 110

扶養手当 66 

通勤手当 471 

管理職手当 359 

期末手当 ム 600

勤勉手当 ム 406
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員 1人当たり給与 (単位 円 ・歳月)

[K 分 一一 向支 行 政 耳誠 技 能 労 務 月哉

平 均給料月額 306，921 

平成 3 0 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 344，078 

平 均 年 齢 40. 11 

平均給料月額 305，874 

平成 2 9 年 2 月 1 日現在 平均給与月額 340.452 

平 均 年 齢 41.00 

イ初 任給 (単位 円)

国 。コ 市IJ 度
区 分 一 般 行 政職 技 能 労務 職

一 般 行政 職 技 能 労務 職

高 校 卒 147， 100 144，500 147， 100 
128， 900 

大 ，寸竺チ一. 卒 179，200 179，200 
159，900 

ウ 級別職員数 (単位人・ %)

技 能 労 務 可能
一 般 行 政 月故

区 分 単 純 労 務 月哉 小vl.口』 食 労 務 職

帝長 職 員数 構成 比 級 職 員 数 構 成 比 級 職 員数 構成 比

1 級 5 26.3 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 7 36. 8 3 級 3 級

4 級 5 26. 3 4 級 4 級

平成 3 0年 2月 1 日
5 級 5. 3 5 級

現 在

6 級

7 級 5. 3 

8 級

計 19 100.0 
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1 級 4 21. 0 1 級 1 級

2 級 2 級 2 級

3 級 9 47.4 3 級 3 級

4 級 4 21. 0 4 級 4 級

平成 2 9年 2月 1 日
5 級 5.3 5 級

現 在

6 級

7 級 1 5. 3 

8 級

計 19 100. 0 

(平成 30年 2月 1日現在の級別の標準的な職務内容)

区分

一 般行政職

エ昇給 (単位人・%)

分 i口b、 計
代 表 的 な H哉 種

区
一般行政 職 技能労務職

職 員 数 (A) 25 19 

本 昇給に 係る職員数 (8) 22 17 

2 号給

年 4 号給 22 17 
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キ→ーユ (8) / (A) 88.0 89. 5 

職 員 数 (A) 28 19 

円Ij 昇給に 係る職員数 (8) 23 17 

2 号給

年 4 号給 23 17 
号給数別 内 訳

6 号給

度 8 号給

比 キー→ルーユ竺 (8) / (A) 82.1 89. 5 
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